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向力によって生じるモーメント Mv と Ml、引張軸力 N を考慮して、再度、基礎梁の断面解析を
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＜曲げ降伏モーメント＞ 
wwwwywwytyB lNlalaM 5.0)(5.0 ++= ∑ σσ  
(2-2) 
＜曲げひび割れ時曲率＞ 
IEM ccBc =ϕ  
(2-3) 
＜曲げ降伏時曲率＞ 































































































































































eotcB ZM )( σσ +=  
(2-14) 


































































NaT yww += σ  
(2-17) 

































































( )otctcsc σσστ +=  
(2-23) 
Btc σσ 33.0=  
(2-24) 













tv w=  
(2-27) 




















tcσ   ：コンクリートの引張強度(MPa) 
 
＜せん断強度＞ 
νβθφσ wawsyswbwsyw ltpltQ )1(tancot −+= Bσ 2/  
(2-28) 









h −+= 1)(tan 2θ  
(2-30) 























































：壁板のせん断補強筋の強度 (MPa) (407.9MPa 以下) 











wawwa lDll Δ++= '  
(2-34) 





























































































れる。ゆえに、せん断応力－せん断ひずみ関係のモデル化に関しては、図 2-1に示すような 4 パターン
が考えられる。耐震壁の曲げ降伏を起こす場合については、(b) 曲げ終局時せん断応力が、せん断終局
時せん断応力よりも大きくなる場合、(c) 曲げ終局時せん断応力が、せん断終局時せん断応力の 0.8 倍













(a) 引張側柱全主筋、壁板全縦筋の 2/3 の降伏が生じない場合 (b) 引張側柱全主筋、壁板全縦筋の 2/3 の降伏が生じる場合 1 
  
(c) 引張側柱全主筋、壁板全縦筋の 2/3 の降伏が生じる場合 2 (d) 引張側柱全主筋、壁板全縦筋の 2/3 の降伏が生じる場合 3 
図 2-1 せん断応力－せん断ひずみ関係 
 
＜第一折れ点荷重＞ 















：引張側柱主筋と壁縦補強筋の 2/3 が引張降伏する際の荷重 (kN) 
：せん断終局強度 (kN) 
 15
2/)1(tancot Bowawsysxwbwus ltpltV σνβθφσ −+=  
(2-45) 




















































σφβ 2cot1+=  
(2-49) 
 
 なお、圧縮コンクリートの有効強度係数に関しては、以下の算定式で求める。文献 [2-1]では、式 (2-32)



































































































































ゆえに、第一折れ点のせん断ひずみ 1γ は、以下の式で求められる。 
 






















































































































cEK 7.02 =  
(2-61) 
fssxx KEpK +=  
(2-62) 
















++= 5.0  
(2-64) 
wha  

























aaap ++=  
(2-65) 
wva  
ct a  






































 なお、トラス剛性の主圧縮方向角度 1tθ を求める際の手法としては、以下の 3 通りの方法があり、シ
アスパン比が 2.0 を超える場合には、(3)の方法が、また、シアスパン比が 2.0 以下の場合には、(1)の方
法が推奨されている。本研究の耐震壁のシアスパン比は、小型試験体では、1540mm/1800mm=0.856 で
あり、大型試験体では、2260mm/3000mm=0.753 となっている。ゆえに、本研究における耐震壁のトラ














 連層耐震壁の場合は、階高 (mm) 
 20
(1) 1tθ ＝45°とする場合 
(2) 1tθ をせん断終局強度時の角度とする場合 
(3) 1tθ を最小ポテンシャルエネルギーの原理に基づいて算定する場合 
 
＜終局時せん断ひずみ＞ 







2 σ−×=  
(2-68) 



































































































































































mmmmab 15015.01000 =×=  
(2-75) 
大型試験体： 




2.4.3 ACI Code and Commentary  
Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 318-95) and Commentary (ACI 318R-95) [2-11]によ
れば、T字梁のスラブ有効幅は以下の条件を満たすように算定される。 
 
(1) T 字梁のフランジの幅は、梁のスパン長さの 1/4 を超えない 
(2) 梁端からの有効幅は、スラブ厚の 8 倍を超えない 












10022 ==≤+=+  ゆえに、 mmab 155≤  
(2-77) 























15022 ==≤+=+  ゆえに、 mmab 5.267≤  
(2-80) 











 ゆえに、 mmab 5.267≤  
 
 
2.4.4 R. ParkとT. Paulayの文献 
 ACIによるスラブの有効幅は、文献 [2-12]で指摘されているように、弾性理論に基づいたものであるが、
フランジ部分が引張を受ける際には、当然スラブ内の鉄筋が曲げ耐力に寄与する事が想定される。R. 




mmmmab 200450 =×=  
(2-83) 
大型試験体 




2.4.5 T. Paulay とM.J.N. Priestleyの文献 
 2.4.1 から 2.4.4 で示した有効幅は、いずれもスラブ厚やスパン長さから求められたものであり、柱や
はりの寸法には依存していない。T. Paulay とM.J.N. Priestley[2-13]は、スラブ筋の定着に有効な端部の梁





mmmmmmaa bab 700235010022 =×=+=+  
ゆえに、 mmab 300=  
(2-85) 
大型試験体： 
mmmmmmaa bab 880244015022 =×=+=+  




図 2-2 端部の梁が無い場合のスラブ有効幅 
 
 
 各算定法で求めたスラブの有効幅を 表 2-1に示す。スパン長さ、スラブ厚、杭幅の順に、考慮でき
るスラブの有効幅が増大している事が分かる。小型試験体（詳細は 3 章で説明する）に関しては、評




表 2-1 本実験試験体のスラブ有効幅 
文献 対象 決定要因 小型試験体 大型試験体
AIJ 弾性計算 スパン長さ 166mm 276mm
日本建築センター 曲げ強度計算 スパン長さ 150mm 250mm
ACI 弾性計算 スパン長さ 155mm 268mm
Park and Paulay 曲げ強度計算 スラブ厚 200mm 280mm
































(a) T 字型接合部                (b) ト型接合部 




基礎梁の余裕度は 1.1 ～ 2.0 であり、ト型試験体に関しては、1.08 ～ 1.77 である。但し、ト型試験体
に関しては、変動軸力が作用する為、基礎梁の余裕度も作用する軸力によって変化する。試験体の形





















(a) T 字型試験体               (b) ト型試験体 
図 2-4 試験体形状と載荷方法 
 
表 2-2 実験変数 
(a) T 字型試験体                 (b) ト型試験体 
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(a) T 字型試験体                 (b) ト型試験体 







   
(a) 試験体 No.5                 (b) 試験体 No.6               (c) 試験体 No.7 
 
(d) 載荷方法 
図 2-6 杭せん断力－杭端変形関係 
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(a) 試験体 No.5            (b) 試験体 No.6          (c) 試験体 No.7 














(a) 基礎梁のせん断力－変形関係  (b) パイルキャップ内における基礎梁下端筋のひずみ分布 







2.5.2 米澤らによる場所打ち杭頭接合部の 3 次元非線形FEM解析 
米澤ら [2-16]は、コンクリート系部材の非線形有限要素解析プログラムFINALを用い、材料非線形だけ
でなく、幾何学的非線形も考慮したFEM解析を行っている。米澤らは、計 7 体の試験体の解析を行っ















     
(a) 試験体モデル     (b) 鉄筋モデル (c) コンクリートの主応力－等価 1 次ひずみ関係 
図 2-9 試験体モデルとコンクリートの履歴特性 
 
(a) 試験体 No.5           (b) 試験体 No.6             (c) 試験体 No.7 








(a) 試験体 No.5     (b) 試験体 No.6      (c) 試験体 No.7 



























図 2-12 杭基礎に関する解析モデル 
 
 渡辺ら [2-19][2-20]が対象とした建物は、RC造地上 8F建ての共同住居であり、桁行き方向が 6 スパンの
ラーメン構造、張間方向が 1 スパンの連層耐震壁架構である。この対象建物は、桁行き方向の構造特
性係数がDs=0.3、張間方向に関しては、Ds=0.4 となるように設計されている。地盤条件を図 2-14に示
す。使用した地盤の種別は 2 種地盤である。杭基礎は場所打ちコンクリート杭であり、杭径は 1400mm 
～ 1800mmとなっている。また、文献 [2-17][2-18]による地盤水平バネのモデル化の手法を 2.6.5 に示す。 
本論文では、上部構造と下部構造の解析方法の違いに着目した解析 1 と、杭頭の接合条件に着目し
た解析 2 に分類して、渡辺らの研究結果を紹介する。解析 1 では、杭頭を剛接合として取り扱うが、
解析 2 では、杭頭に回転バネを設置し、その耐力の違いが構造物の挙動に与える影響を評価する。 
 
 
図 2-13 解析対象建築物－軸組図 
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図 2-14 地盤条件と杭の仕様 
 
 
2.6.1 渡辺らによる解析の概要 1 




































(a) 柱、梁部材              (b) 耐震壁 
図 2-16 上部構造のモデル化 
 
(3) 杭のモデル化 
 (a) 一体モデル、分離モデル 
杭部材は tri-linear 型のモーメント－曲率関係でモデル化した。モデル化にあたっては、上部構造
の必要保有水平耐力時（必要 Ds相当時）の杭頭軸力を使用し、断面解析により計算したモーメント
－曲率関係を基に、（面積 1）+（面積 3）＝（面積 2）となるように杭の部材特性を設定した。なお、




 (b) 単杭モデル 
  弾性体として弾性支承梁に置換した。 
 
 (c) 杭とパイルキャップの接合部 
  杭とパイルキャップは剛結されているものと仮定した。 
 
 
図 2-17 杭部材のモデル化 
 
(4) 地盤のモデル化 
 (a) 杭周面の水平抵抗（水平地盤バネ） 















2/14/380.0 −− ⋅= poh DEK δ     （ mmp 10>δ の時） 
(2-89) 





    
(a) 一体モデル・分離モデルの水平地盤バネ     (b) 単杭モデルの水平地盤バネ 
図 2-18 杭周面の水平地盤バネ 
 
 (b) 杭周面の摩擦抵抗（杭周面摩擦バネ） 
  杭周面の摩擦抵抗は、最大周面摩擦度を上限とする bi-linear 型の骨格曲線にモデル化した。 
 
3/Nf p = または uC  
(2-91) 






pt ff 8.0−=  
(2-93) 













 (c) 杭先端の抵抗（杭先端バネ） 










K ov  
(2-95) 





Dpu 1.0=δ  
(2-98) 
vK  
uq p  
























2.6.2 渡辺らによる解析の結果 1 











図 2-21 層せん断力－層間変位曲線 
 
 


















   
(a) 水平荷重－杭頭変形曲線        (b) 杭体曲げモーメント分布(Cb=0.30) 












     
(a) 層せん断力－層間変形角関係           (b) 層せん断力－補正層間変形角関係 
図 2-24 張間方向層せん断力－層間変位関係 
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2.6.3 渡辺らによる解析の概要 2 





強度の 1.1 倍、コンクリートの圧壊ひずみを 3000μとして断面解析によって算出する。 
 
 
(a) 杭頭剛接合モデル   (b) 杭頭接合部回転バネモデル 
図 2-25 杭頭接合部近傍のモデル化 
 
 
図 2-26 杭頭回転バネの特性 
 



















































2.6.4 渡辺らによる解析の結果 2 
 まず、桁行き方向において、杭頭回転バネの有無が上部構造の履歴に与える影響を検討する。この
想定建物では、上部構造がメカニズムに達した時点においても、杭体がほぼ弾性範囲にあり、回転バ




















図 2-27 上部構造の層せん断力－層間変位関係 
 
 








Case3：第一折れ点、第二折れ点の耐力を Case2 の 1/2 としたもの 
Case4：第一折れ点、第二折れ点の耐力を Case2 の 1/4 としたもの 
 












(a) 層せん断力－層間変位関係     (b) 基礎の傾斜角と杭頭水平変位の関係 






(1) 分離モデル A は、杭地中部を除き、概ね安全側の結果を与える。 







図 2-31 杭の曲げモーメント分布 
 
表 2-3 部材応力の計算方法 
 
 








































⎛⋅+= 4.112    Bz 5.2≤  
(2-106) 





















)63.0( 4/1BEk oho ×=     cmy 0.1≤  
(2-109) 





















図 2-32(a)に示すように、分割した基礎を 図 2-32(b)に示すようなロードセルと緊結して、静的繰り返
し載荷実験を行っている。対象としたのは 6 層程度のRC造建物の連層耐震壁の 1 階部分である。試験
体の縮尺は 1/3 である。基礎分割試験体との比較検討を行う為に、基礎を分割しない基準試験体の載荷
実験も同時に行っている。コンクリートの圧縮強度は両試験体とも約 23MPaである。 







(a) 試験体側面図              (b) ロードセルの詳細 








(a) 載荷装置                (b) 最終破壊状況 













全入力の約 7 割を負担している事が分かる。また、4 分割された基礎の内、圧縮側の 2 つの基礎に着目






(a) 局所せん断力の分布状況      (b) 圧縮柱及び引張柱近傍に作用する軸力 













(a) 要素の分割            (b) 各材料の応力－ひずみ曲線 







(a) 荷重―変形関係       (b) 最大耐力点における水平せん断力の伝達状況 




























   
(a) 壁谷澤モデル     (b) 松本らによるモデル    (c) 陳らによるモデル 





















(a) 松本らによるモデル      (b) 竹原らによるモデル 
図 2-39 コンクリートストラットの応力－ひずみ関係 
 




















(a) 2 本のストラットを用いたモデル（真田ら） (b) 複数のストラットを用いたモデル（竹原ら） 














































































(6)   軸力のみを負担させ、せん断力は負担させない。 














(a) 軸バネとせん断バネで柱を         (b) 柱を線材でモデル化する場合（星ら） 
モデル化する場合（竹原ら） 






(8)   梁は剛体として取り扱う。 
(9)   軸方向の変形のみを考慮する。 












      
(a) 梁を剛としたモデル        (b) 梁の軸方向の変形を考慮したモデル 
図 2-44 陳らによって提案されたモデル 
 
  
(a) 梁を剛としたモデル     (b) 梁の軸方向の変形を考慮したモデル 













   
(a) 載荷方法                       (b) 弾塑性解析モデル 













































































開口耐震壁 [2-33][2-34]、高強度コンクリートを用いた無開口耐震壁 [2-35]、中央開口耐震壁 [2-29][2-36][2-37]、偏
在開口耐震壁 [2-30]、プレキャスト耐震壁 [2-38][2-39]と多岐に渡り、破壊形式も曲げ、曲げせん断（曲げ降
伏後のせん断破壊）及びせん断の 3 種類を対象としている。 
 
  
       (a) 無開口耐震壁のモデル（一方向）    (b) 無開口耐震壁のモデル（繰り返し） 
 
(c) 中央開口耐震壁のモデル        (d) 偏在開口耐震壁のモデル 
図 2-47 望月らによる耐震壁のマクロモデル 
 
 マクロモデルは、耐震壁部分、柱部材、梁部材から構成されている。耐震壁部材は、コンクリート























ξσ +−=  
(2-114) 
BB σσ 63.0' =  
(2-115) 
11057.0 '2 +×= − Bn σ  
(2-116) 
oε
εξ =  
(2-117) 
25.0'4 )(1029.4 Bo σε −×=  
(2-118) 
Bσ   ：コンクリートのシリンダー強度 
 
(a) 軸方向バネ       (b) 壁補強筋       (c) コンクリート 
図 2-48 一方向載荷時の構成則 
 
(a) コンクリート       (b) 軸方向バネ       (c) 壁補強筋 












2/yggntc aN σ×=  
(2-119) 
)2/( haEK gsntc Δ×=  
(2-120) 
2/)( Byggncc bdaN σσ +×=  
(2-121) 
)2/()( hbDEaEK cgsncc Δ+=  
(2-122) 
)/( nccncsc KhKGbDK Δ=  
(2-123) 
ntc N  
ntc K  
ncc N  
ncc K   
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NNN ++=  
(2-125) 
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(2-126) 
G   
b   
D  









































θ   
 
θθσσ sinsin63.0 Bav =  
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(2-133) 
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GtK Δ=  
(2-136) 
  
(a) 柱の滑り拘束を許容する場合         (b) 柱の滑りを拘束する場合 







(a) 滑りバネⅠ      (b) 滑りバネⅡ       (c) 滑りバネⅢ 
（柱脚部）       （ボンド接合）       （アンボンド接合） 







    (a) せん断破壊型     (b) 曲げ、せん断破壊型      (c) 曲げ破壊型 
図 2-53 無開口耐震壁の荷重－変形関係（一方向載荷） 
 
   
   (a) せん断破壊型      (b) 曲げ、せん断破壊型      (c) 曲げ破壊型 










図 2-55 偏在開口を有する耐震壁 
（試験体名：94SWO-5 破壊形式：最大耐力時に壁板中央が圧壊）の荷重－変形関係 
 
図 2-56 数値解析から予測される偏在開口を有する 
耐震壁（試験体名：94SWO-5 破壊形式：最大耐力時に壁板中央が圧壊）の損傷状況 
 
 最後に、プレキャスト耐震壁の荷重―変形関係の一部を 図 2-57に示す。この試験体は、図 2-51(a)
に示すように、柱脚や壁脚の滑りを許容した試験体である。μ とλ に関しては、金本らによる提案値




















チ部材とトラス部材の幅の比率は、 tt −1: で表される。）二羽らは、微小変形時におけるひずみエネ
ルギーとポテンシャルエネルギーの和が最小となるように tを求めた。ひずみエネルギーは各部材のひ
ずみから、ポテンシャルエネルギーは外力のなす仕事から算定できる。また、曲げ圧縮部材と曲げ引





   
(a) 概略               (b) 断面図 


















tε    ：コンクリートの引張ひずみ 
 67
 なお、望月らが提案したマクロモデルや前川らが提案したFEM解析でも、ひび割れによるコンクリ




















































































(a) コンクリートの応力－ひずみ関係   (b) ひび割れたコンクリート         (c) 1/4 モデル 
の圧縮強度の低減 
    
(d) テンションスティフ   (e) 鉄筋の応力－ひずみ関係       (f) コンクリートの圧縮モデルと 
ニングモデル                                             引張モデルの連続性 
































図 2-61 RC 柱部材モデル詳細 
 







               
(a) 荷重－変形関係          (b) 要素②における圧縮応力－ひずみ関係 
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 本研究で取り扱うのは、京都大学において 2003 年度から 2005 年度にかけて静的載荷実験を行った
計 4 体の試験体である。試験体は、縮尺 15%の小型試験体（MNW, PCW）が 2 体と、縮尺 25%の大型
試験体（MNWL, PCWL）が 2 体となっている。また、名前の MNW は一体打ち耐震壁を示し、PCW は
プレキャスト壁を示している。 







(a) MNW 試験体                 (b) PCW 試験体 















between the contraflexural point of the piles
















between the contraflexural point of the piles




(Width 160mm) Horizontal joint
(Width 15mm)
 
(a) MNWL 試験体               (b) PCWL 試験体 














































(a) 一体打ち壁        (b) PCa 壁の各層アーチ機構    (c) PCa 壁の独立した回転 















       
      (a) 杭頭曲げ降伏による破壊形式  (b) 壁脚の離間に伴って圧縮柱に要求される 
曲げ変形性能は増大する 






した。以下の 3 項目に対して検討を行い、耐震壁柱に十分な変形性能と強度がある事を確認した。 
 78
(1) 耐震壁としての検討（圧縮柱コアコンクリートが補強筋で十分に拘束されているか検討する） 
(2) 柱部材としての検討 1（脚部に曲げ変形が集中した時に十分な変形性能があるか検討する） 
(3) 柱部材としての検討 2（圧縮柱のみで耐震壁入力せん断力に抵抗する事ができるか検討する） 
 
計算方法等に関しては、3.6.5 で詳しく述べるが、いずれの検討方法を用いても、1F 耐震壁変形角 1.0%
までは、圧縮側柱において耐力低下を引き起こすような大きな損傷は起こらない事が確認されている。 
ゆえに、本研究において取り扱う耐震壁としては、1F 耐震壁変形角にして 1.0%を越えるような十分な
曲げ変形性能を持った 1 スパンの曲げ降伏型の耐震壁を対象とする。 
 
表 3-1 本実験試験体の曲げ変形性能を示す限界曲率時の 1F 変形角 
MNW PCW MNWL PCWL
限界曲率 2.53E-05 2.51E-05
1F曲げ変形角 (%) 0.96 0.96
限界曲率 5.82E-05 5.01E-05
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図 3-5 平面図（単位:mm） 
 
         
(a)  14 階建て（MNWL、PCWL）   (b)  20 階建て（MNW、PCW） 
図 3-6 立面図（単位:mm） 
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表 3-3 断面寸法 
(a) MNWL、PCWL 









RF 2800 39900 12000 60000 6000 F14 2000 600 F14 600 750 F14 180 280
F14 2800 37100 12000 60000 6000 F13 2000 600 F13 600 750 F13 180 280
F13 2800 34300 12000 60000 6000 F12 2000 600 F12 600 750 F12 180 280
F12 2800 31500 12000 60000 6000 F11 2000 600 F11 600 750 F11 180 280
F11 2800 28700 12000 60000 6000 F10 2000 600 F10 600 750 F10 180 280
F10 2800 25900 12000 60000 6000 F9 2000 600 F9 600 750 F9 180 280
F9 2800 23100 12000 60000 6000 F8 2000 600 F8 600 750 F8 180 280
F8 2800 20300 12000 60000 6000 F7 2000 600 F7 600 750 F7 180 280
F7 2800 17500 12000 60000 6000 F6 2000 600 F6 600 750 F6 180 280
F6 2800 14700 12000 60000 6000 F5 2000 600 F5 600 750 F5 200 280
F5 2800 11900 12000 60000 6000 F4 2000 600 F4 600 750 F4 200 280
F4 2800 9100 12000 60000 6000 F3 2000 700 F3 700 750 F3 220 280
F3 2850 6300 12000 60000 6000 F2 2000 750 F2 750 800 F2 220 280
F2 3450 3450 12000 60000 6000 F1 2000 850 F1 260 800 850 800 F1 260 280































表 3-3 断面寸法 
(b)  MNW、PCW 









RF 2800 56700 12000 60000 6000 F20 2000 600 F20 600 750 F20 180 280
F20 2800 53900 12000 60000 6000 F19 2000 600 F19 600 750 F19 180 280
F19 2800 51100 12000 60000 6000 F18 2000 600 F18 600 750 F18 180 280
F18 2800 48300 12000 60000 6000 F17 2000 600 F17 600 750 F17 180 280
F17 2800 45500 12000 60000 6000 F16 2000 600 F16 600 750 F16 180 280
F16 2800 42700 12000 60000 6000 F15 2000 600 F15 600 750 F15 180 280
F15 2800 39900 12000 60000 6000 F14 2000 600 F14 600 750 F14 180 280
F14 2800 37100 12000 60000 6000 F13 2000 600 F13 600 750 F13 180 280
F13 2800 34300 12000 60000 6000 F12 2000 600 F12 600 750 F12 180 280
F12 2800 31500 12000 60000 6000 F11 2000 600 F11 600 750 F11 180 280
F11 2800 28700 12000 60000 6000 F10 2000 600 F10 600 750 F10 180 280
F10 2800 25900 12000 60000 6000 F9 2000 600 F9 600 750 F9 180 280
F9 2800 23100 12000 60000 6000 F8 2000 600 F8 600 750 F8 180 280
F8 2800 20300 12000 60000 6000 F7 2000 600 F7 600 750 F7 180 280
F7 2800 17500 12000 60000 6000 F6 2000 600 F6 600 750 F6 180 280
F6 2800 14700 12000 60000 6000 F5 2000 600 F5 600 750 F5 200 280
F5 2800 11900 12000 60000 6000 F4 2000 600 F4 600 750 F4 200 280
F4 2800 9100 12000 60000 6000 F3 2000 700 F3 700 750 F3 220 280
F3 2850 6300 12000 60000 6000 F2 2000 750 F2 750 800 F2 220 280
F2 3450 3450 12000 60000 6000 F1 2000 850 F1 260 800 850 800 F1 260 280


































 想定建物で用いられているコンクリート、鉄筋の材料特性を 表 3-4に示す。なお、コンクリートに
関しては、試験体で製作する 3Fまでの値を示した。 
 
表 3-4 想定建物の材料特性 
コンクリート 鉄筋
設計基準強度 種類
基礎        ：33MPa
1階          ：36MPa
2階～4階：33MPa
  D10～D16 　 SD295A
D19～D25　  SD345











える形で変更している。（変更前 850ｍｍ→変更後 1050ｍｍ） 
 
表 3-5 柱の断面変更 
(a)  MNWL、PCWL 
F14 2000 600 3.60E+10 F14 810 810 3.59E+10 1.00
F13 2000 600 3.60E+10 F13 810 810 3.59E+10 1.00
F12 2000 600 3.60E+10 F12 810 810 3.59E+10 1.00
F11 2000 600 3.60E+10 F11 810 810 3.59E+10 1.00
F10 2000 600 3.60E+10 F10 810 810 3.59E+10 1.00
F9 2000 600 3.60E+10 F9 810 810 3.59E+10 1.00
F8 2000 600 3.60E+10 F8 810 810 3.59E+10 1.00
F7 2000 600 3.60E+10 F7 810 810 3.59E+10 1.00
F6 2000 600 3.60E+10 F6 810 810 3.59E+10 1.00
F5 2000 600 3.60E+10 F5 810 810 3.59E+10 1.00
F4 2000 600 3.60E+10 F4 810 810 3.59E+10 1.00
F3 2000 700 5.72E+10 F3 910 910 5.71E+10 1.00
F2 2000 750 7.03E+10 F2 960 960 7.08E+10 1.01

















(b)  MNW、PCW 
F20 2000 600 3.60E+10 F20 810 810 3.59E+10 1.00
F19 2000 600 3.60E+10 F19 810 810 3.59E+10 1.00
F18 2000 600 3.60E+10 F18 810 810 3.59E+10 1.00
F17 2000 600 3.60E+10 F17 810 810 3.59E+10 1.00
F16 2000 600 3.60E+10 F16 810 810 3.59E+10 1.00
F15 2000 600 3.60E+10 F15 810 810 3.59E+10 1.00
F14 2000 600 3.60E+10 F14 810 810 3.59E+10 1.00
F13 2000 600 3.60E+10 F13 810 810 3.59E+10 1.00
F12 2000 600 3.60E+10 F12 810 810 3.59E+10 1.00
F11 2000 600 3.60E+10 F11 810 810 3.59E+10 1.00
F10 2000 600 3.60E+10 F10 810 810 3.59E+10 1.00
F9 2000 600 3.60E+10 F9 810 810 3.59E+10 1.00
F8 2000 600 3.60E+10 F8 810 810 3.59E+10 1.00
F7 2000 600 3.60E+10 F7 810 810 3.59E+10 1.00
F6 2000 600 3.60E+10 F6 810 810 3.59E+10 1.00
F5 2000 600 3.60E+10 F5 810 810 3.59E+10 1.00
F4 2000 600 3.60E+10 F4 810 810 3.59E+10 1.00
F3 2000 700 5.72E+10 F3 910 910 5.71E+10 1.00
F2 2000 750 7.03E+10 F2 960 960 7.08E+10 1.01






















 表 3-6に示す固定荷重表、表 3-7に示す床荷重表を用いて、耐震壁柱が負担する長期荷重の算定の算
定を行った。その結果を 表 3-9に示す。また、文献 [3-3][3-4]に基づいてAi分布による設計用地震荷重及







jii WCQ  
(3-1) 





























hT 02.0=  
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雑コンクリート ＠ 50 1150
断熱材 50
RCスラブ ＠ 136 3260




樹脂モルタル ＠ 10 200
RCスラブ ＠ 136 3260






















屋根 RF 6640 980 500 300 7620 7140 6940











地域係数 Z 1.0 1.0
第二種地盤 Tc (s) 0.6 0.6
建物高さ h (m) 56.7 39.9
設計用一次固有周期 T (s) 1.13 0.798 T=0.02*h
震動特性係数 Rt 0.842 0.978
 T < Tcの時 Rt=1,
Tc < T < 2Tcの時
Rt=1-0.2*(T/Tc-1)^2





















表 3-9 設計対象の柱長期軸力 
(a)  MNWL, PCWL 
F14 54.1 44.1 531.6 70.3 700 700 350
F13 121.8 88.2 509.3 70.3 790 1490 745
F12 121.8 88.2 509.3 70.3 790 2279 1140
F11 121.8 88.2 509.3 70.3 790 3069 1534
F10 121.8 88.2 509.3 70.3 790 3858 1929
F9 121.8 88.2 509.3 70.3 790 4648 2324
F8 121.8 88.2 509.3 70.3 790 5437 2719
F7 121.8 88.2 509.3 70.3 790 6227 3113
F6 121.8 88.2 509.3 70.3 790 7016 3508
F5 127.8 88.2 509.3 70.3 796 7812 3906
F4 135.4 88.2 509.3 70.3 803 8615 4308
F3 140.8 99.7 511.2 80.4 832 9447 4724
F2 148.7 118.7 512.0 94.3 874 10321 5160




















(b)  MNW, PCW 
F20 54.1 44.1 531.6 70.3 700 700 350
F19 121.8 88.2 509.3 70.3 790 1490 745
F18 121.8 88.2 509.3 70.3 790 2279 1140
F17 121.8 88.2 509.3 70.3 790 3069 1534
F16 121.8 88.2 509.3 70.3 790 3858 1929
F15 121.8 88.2 509.3 70.3 790 4648 2324
F14 121.8 88.2 509.3 70.3 790 5437 2719
F13 121.8 88.2 509.3 70.3 790 6227 3113
F12 121.8 88.2 509.3 70.3 790 7016 3508
F11 121.8 88.2 509.3 70.3 790 7806 3903
F10 121.8 88.2 509.3 70.3 790 8596 4298
F9 121.8 88.2 509.3 70.3 790 9385 4693
F8 121.8 88.2 509.3 70.3 790 10175 5087
F7 121.8 88.2 509.3 70.3 790 10964 5482
F6 121.8 88.2 509.3 70.3 790 11754 5877
F5 127.8 88.2 509.3 70.3 796 12549 6275
F4 135.4 88.2 509.3 70.3 803 13352 6676
F3 140.8 99.7 511.2 80.4 832 14184 7092
F2 148.7 118.7 512.0 94.3 874 15058 7529































表 3-10 設計対象の地震時層せん断力及び転倒モーメント 
(a)  MNWL, PCWL 
RF 54.1 44.1 516.7 70.3 685 685 0.06 2.82 0.55 378 378 0
F14 121.8 88.2 457.2 70.3 737 1423 0.13 2.22 0.43 618 240 1058
F13 121.8 88.2 457.2 70.3 737 2160 0.20 1.94 0.38 822 204 2787
F12 121.8 88.2 457.2 70.3 737 2897 0.27 1.77 0.35 1003 181 5088
F11 121.8 88.2 457.2 70.3 737 3635 0.34 1.64 0.32 1167 164 7898
F10 121.8 88.2 457.2 70.3 737 4372 0.41 1.54 0.30 1315 148 11165
F9 121.8 88.2 457.2 70.3 737 5110 0.48 1.45 0.28 1449 134 14847
F8 121.8 88.2 457.2 70.3 737 5847 0.55 1.37 0.27 1570 121 18905
F7 121.8 88.2 457.2 70.3 737 6585 0.62 1.30 0.26 1679 109 23302
F6 127.8 88.2 457.2 70.3 743 7328 0.69 1.24 0.24 1777 98 28004
F5 135.4 88.2 457.2 70.3 751 8079 0.76 1.18 0.23 1864 87 32980
F4 140.8 99.7 458.9 80.4 780 8859 0.84 1.12 0.22 1942 78 38198
F3 148.7 118.7 459.6 94.3 821 9680 0.91 1.06 0.21 2010 69 43635























(b)  MNW, PCW 
RF 54.1 44.1 516.7 70.3 685 685 0.05 3.39 0.57 391 391 0
F20 121.8 88.2 457.2 70.3 737 1423 0.09 2.62 0.44 628 238 1094
F19 121.8 88.2 457.2 70.3 737 2160 0.14 2.28 0.38 830 202 2854
F18 121.8 88.2 457.2 70.3 737 2897 0.19 2.07 0.35 1011 181 5179
F17 121.8 88.2 457.2 70.3 737 3635 0.24 1.92 0.32 1176 165 8009
F16 121.8 88.2 457.2 70.3 737 4372 0.29 1.80 0.30 1328 152 11302
F15 121.8 88.2 457.2 70.3 737 5110 0.34 1.71 0.29 1469 141 15020
F14 121.8 88.2 457.2 70.3 737 5847 0.39 1.62 0.27 1599 130 19132
F13 121.8 88.2 457.2 70.3 737 6585 0.44 1.55 0.26 1720 121 23609
F12 121.8 88.2 457.2 70.3 737 7322 0.49 1.49 0.25 1832 112 28425
F11 121.8 88.2 457.2 70.3 737 8059 0.54 1.43 0.24 1935 103 33553
F10 121.8 88.2 457.2 70.3 737 8797 0.59 1.37 0.23 2030 95 38971
F9 121.8 88.2 457.2 70.3 737 9534 0.64 1.32 0.22 2117 87 44655
F8 121.8 88.2 457.2 70.3 737 10272 0.68 1.27 0.21 2196 79 50582
F7 121.8 88.2 457.2 70.3 737 11009 0.73 1.22 0.21 2267 71 56730
F6 127.8 88.2 457.2 70.3 743 11753 0.78 1.18 0.20 2332 64 63079
F5 135.4 88.2 457.2 70.3 751 12504 0.83 1.14 0.19 2389 57 69607
F4 140.8 99.7 458.9 80.4 780 13283 0.89 1.09 0.18 2441 52 76297
F3 148.7 118.7 459.6 94.3 821 14105 0.94 1.05 0.18 2486 46 83130



































3.4. 試験体の設計（その 1：断面及び設計荷重の算定） 
3.4.1 縮小建物の概要 
 試験体は、想定建物の張間方向 1 スパンの低層部分及び基礎構造を切り出してモデル化する。試験
体の寸法、荷重は、相似率によって元建物の寸法、荷重から直接得る。縮尺比をSとした時の相似率を
表 3-11に示す。また、試験体の寸法及び荷重の計算結果について、表 3-12、表 3-13及び表 3-14に示
す。 
表 3-11 相似率 
長さ 面積 体積 重量 応力度 力 軸力比
1/S 1/S2 1/S3 1/S2 1 1/S2 1/S2  
 
表 3-12 試験体の各部材の寸法 
(a)  MNWL, PCWL 









RF 700 9975 3000 15000 1500 F14 203 203 F14 150 188 F14 45 70
F14 700 9275 3000 15000 1500 F13 203 203 F13 150 188 F13 45 70
F13 700 8575 3000 15000 1500 F12 203 203 F12 150 188 F12 45 70
F12 700 7875 3000 15000 1500 F11 203 203 F11 150 188 F11 45 70
F11 700 7175 3000 15000 1500 F10 203 203 F10 150 188 F10 45 70
F10 700 6475 3000 15000 1500 F9 203 203 F9 150 188 F9 45 70
F9 700 5775 3000 15000 1500 F8 203 203 F8 150 188 F8 45 70
F8 700 5075 3000 15000 1500 F7 203 203 F7 150 188 F7 45 70
F7 700 4375 3000 15000 1500 F6 203 203 F6 150 188 F6 45 70
F6 700 3675 3000 15000 1500 F5 203 203 F5 150 188 F5 50 70
F5 700 2975 3000 15000 1500 F4 203 203 F4 150 188 F4 50 70
F4 700 2275 3000 15000 1500 F3 228 228 F3 175 188 F3 55 70
F3 712.5 1575 3000 15000 1500 F2 240 240 F2 188 200 F2 55 70
F2 862.5 862.5 3000 15000 1500 F1 263 263 F1 65 200 213 200 F1 65 70






























(b)  MNW, PCW 









RF 420 8505 1800 9000 900 F20 122 122 F20 90 113 F20 27 42
F20 420 8085 1800 9000 900 F19 122 122 F19 90 113 F19 27 42
F19 420 7665 1800 9000 900 F18 122 122 F18 90 113 F18 27 42
F18 420 7245 1800 9000 900 F17 122 122 F17 90 113 F17 27 42
F17 420 6825 1800 9000 900 F16 122 122 F16 90 113 F16 27 42
F16 420 6405 1800 9000 900 F15 122 122 F15 90 113 F15 27 42
F15 420 5985 1800 9000 900 F14 122 122 F14 90 113 F14 27 42
F14 420 5565 1800 9000 900 F13 122 122 F13 90 113 F13 27 42
F13 420 5145 1800 9000 900 F12 122 122 F12 90 113 F12 27 42
F12 420 4725 1800 9000 900 F11 122 122 F11 90 113 F11 27 42
F11 420 4305 1800 9000 900 F10 122 122 F10 90 113 F10 27 42
F10 420 3885 1800 9000 900 F9 122 122 F9 90 113 F9 27 42
F9 420 3465 1800 9000 900 F8 122 122 F8 90 113 F8 27 42
F8 420 3045 1800 9000 900 F7 122 122 F7 90 113 F7 27 42
F7 420 2625 1800 9000 900 F6 122 122 F6 90 113 F6 27 42
F6 420 2205 1800 9000 900 F5 122 122 F5 90 113 F5 30 42
F5 420 1785 1800 9000 900 F4 122 122 F4 90 113 F4 30 42
F4 420 1365 1800 9000 900 F3 137 137 F3 105 113 F3 33 42
F3 427.5 945 1800 9000 900 F2 144 144 F2 113 120 F2 33 42
F2 517.5 517.5 1800 9000 900 F1 158 158 F1 39 120 128 120 F1 39 42



































表 3-13 試験体の地震時層せん断力及び転倒モーメント 
(a)  MNWL, PCWL 
RF 3.4 2.8 32.3 4.4 42.8 43 0.06 2.82 0.55 24 24 0
F14 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.13 2.22 0.43 39 15 17
F13 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.20 1.94 0.38 51 13 44
F12 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.27 1.77 0.35 63 11 80
F11 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.34 1.64 0.32 73 10 123
F10 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.41 1.54 0.30 82 9 174
F9 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.48 1.45 0.28 91 8 232
F8 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.55 1.37 0.27 98 8 295
F7 7.6 5.5 28.6 4.4 46.1 46 0.62 1.30 0.26 105 7 364
F6 8.0 5.5 28.6 4.4 46.5 46 0.69 1.24 0.24 111 6 438
F5 8.5 5.5 28.6 4.4 46.9 47 0.76 1.18 0.23 116 5 515
F4 8.8 6.2 28.7 5.0 48.7 49 0.84 1.12 0.22 121 5 597
F3 9.3 7.4 28.7 5.9 51.3 51 0.91 1.06 0.21 126 4 682




















(kN) Σwi αi Ai
 
(b)  MNW, PCW 
RF 1.2 1.0 11.6 1.6 15.4 15 0.05 3.39 0.66 9 9 0
F20 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.09 2.62 0.51 14 5 4
F19 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.14 2.28 0.45 19 5 10
F18 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.19 2.07 0.41 23 4 17
F17 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.24 1.92 0.38 26 4 27
F16 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.29 1.80 0.35 30 3 38
F15 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.34 1.71 0.33 33 3 51
F14 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.39 1.62 0.32 36 3 65
F13 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.44 1.55 0.30 39 3 80
F12 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.49 1.49 0.29 41 3 96
F11 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.54 1.43 0.28 44 2 113
F10 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.59 1.37 0.27 46 2 132
F9 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.64 1.32 0.26 48 2 151
F8 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.68 1.27 0.25 49 2 171
F7 2.7 2.0 10.3 1.6 16.6 17 0.73 1.22 0.24 51 2 191
F6 2.9 2.0 10.3 1.6 16.7 17 0.78 1.18 0.23 52 1 213
F5 3.0 2.0 10.3 1.6 16.9 17 0.83 1.14 0.22 54 1 235
F4 3.2 2.2 10.3 1.8 17.5 18 0.89 1.09 0.21 55 1 258
F3 3.3 2.7 10.3 2.1 18.5 18 0.94 1.05 0.20 56 1 281









































表 3-14 試験体の柱長期軸力 
(a)  MNWL, PCWL 
F14 3.4 2.8 33.2 4.4 44 44 22
F13 7.6 5.5 31.8 4.4 49 93 47
F12 7.6 5.5 31.8 4.4 49 142 71
F11 7.6 5.5 31.8 4.4 49 192 96
F10 7.6 5.5 31.8 4.4 49 241 121
F9 7.6 5.5 31.8 4.4 49 290 145
F8 7.6 5.5 31.8 4.4 49 340 170
F7 7.6 5.5 31.8 4.4 49 389 195
F6 7.6 5.5 31.8 4.4 49 439 219
F5 8.0 5.5 31.8 4.4 50 488 244
F4 8.5 5.5 31.8 4.4 50 538 269
F3 8.8 6.2 31.9 5.0 52 590 295
F2 9.3 7.4 32.0 5.9 55 645 323



















(b)  MNW, PCW 
F20 1.2 1.0 12.0 1.6 16 16 8
F19 2.7 2.0 11.5 1.6 18 34 17
F18 2.7 2.0 11.5 1.6 18 51 26
F17 2.7 2.0 11.5 1.6 18 69 35
F16 2.7 2.0 11.5 1.6 18 87 43
F15 2.7 2.0 11.5 1.6 18 105 52
F14 2.7 2.0 11.5 1.6 18 122 61
F13 2.7 2.0 11.5 1.6 18 140 70
F12 2.7 2.0 11.5 1.6 18 158 79
F11 2.7 2.0 11.5 1.6 18 176 88
F10 2.7 2.0 11.5 1.6 18 193 97
F9 2.7 2.0 11.5 1.6 18 211 106
F8 2.7 2.0 11.5 1.6 18 229 114
F7 2.7 2.0 11.5 1.6 18 247 123
F6 2.7 2.0 11.5 1.6 18 264 132
F5 2.9 2.0 11.5 1.6 18 282 141
F4 3.0 2.0 11.5 1.6 18 300 150
F3 3.2 2.2 11.5 1.8 19 319 160
F2 3.3 2.7 11.5 2.1 20 339 169






































設計用水平荷重 (kN) 56.8 129.4 56.8 129.4
柱一本あたりの長期軸力 (kN) 180.1 352.4 133.3 353.0
壁脚に作用するモーメント (kNm) 333.9 882.9 316.7 882.5


















（a） 試験体製作が困難な為、1F 床スラブ及び耐震壁の厚みに関しては、小型試験体で 50ｍｍに、








表 3-16 杭の断面変更 
MNW, PCW 300 0.000397 263 0.000399 1.00




















表 3-17 試験体の断面寸法（最終） 
(a)  MNWL, PCWL 









RF F14 F14 F14
F14 F13 F13 F13
F13 F12 F12 F12
F12 F11 F11 F11
F11 F10 F10 F10
F10 F9 F9 F9
F9 F8 F8 F8
F8 F7 F7 F7
F7 F6 F6 F6
F6 F5 F5 F5
F5 F4 F4 F4
F4 700 2260 3000 15000 1500 F3 260 260 F3 140 200 F3 70 70
F3 700 1560 3000 15000 1500 F2 260 260 F2 140 200 F2 70 70
F2 860 860 3000 15000 1500 F1 260 260 F1 140 200 F1 70 70



























(b)  MNW, PCW 









RF F20 F20 F20
F20 F19 F19 F19
F19 F18 F18 F18
F18 F17 F17 F17
F17 F16 F16 F16
F16 F15 F15 F15
F15 F14 F14 F14
F14 F13 F13 F13
F13 F12 F12 F12
F12 F11 F11 F11
F11 F10 F10 F10
F10 F9 F9 F9
F9 F8 F8 F8
F8 F7 F7 F7
F7 F6 F6 F6
F6 F5 F5 F5
F5 F4 F4 F4
F4 420 1360 1800 9000 900 F3 160 160 F3 100 120 F3 50 50
F3 420 940 1800 9000 900 F2 160 160 F2 100 120 F2 50 50
F2 520 520 1800 9000 900 F1 160 160 F1 100 120 F1 50 50
































       
 
(a)  立面図                    (b)  側面図              (c)  断面図 A 






     
(a)  立面図                    (b)  側面図             (c)  断面図 A 








     
(a) MNW 試験体（上から、断面 C、断面 B、平面図）        (a) MNWL 試験体（上から、断面 C、断面 B、平面図） 
図 3-9 各試験体の断面図及び平面図（単位：mm）
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れ、地表面から 5mから 10mに位置していた。 
 本研究では、これらの反曲点深さを参考として、基礎梁中心高さから 5m 下に反曲点深さを定めた。
なお、杭の負担水平せん断力の分担率と同様に、杭反曲点深さに関しては、7 章の連層耐震壁－杭基礎
－地盤系の数値解析において検証を行うものとする。また、この際に用いる地盤条件に関しては、渡
辺らの研究で用いられた 2 種地盤を用いる事ものとする。 
 






























3.6. 試験体の設計（その 3：配筋） 
3.6.1 各部材の設計にあたって 
































































Strain (%)  
























































Strain (%)  
 (d) D10 (SD295A)               (e) D22 (SD295A)                (f) D25 (SD295A) 






















































Strain (%)  



























































Strain (%)  

















Strain (%)  
    (g) D32 (SD295A) 











表 3-19 鉄筋の力学的特性 






φ4 499 226 587
D6 (SD295A) 375 182 534
D6 (KSS785) 1084 176 1183
D10 (SD295A) 377 188 524
D22 (SD295A) 324 172 514






D6 (SD295A) 377 179 532
D10 (SD295A) 378 183 511
D10 (KSS785) 919 201 1078
D13 (SD295A) 351 175 505
D16 (SD295A) 337 191 502
D22 (SD295A) 341 183 525
D32 (SD295A) 387 188 585  
















基礎梁・杭 36.9 3.84 25.3
壁・柱・梁 41.3 3.77 27.6
目地モルタル 52.7 3.04 23.5  
 







基礎梁・杭 45.7 3.41 25.9
壁・柱・梁 60.3 3.32 30.4  
 







基礎梁・杭 40.6 3.23 27.7
柱・梁 50.0 3.09 27.3
壁 43.9 2.55 26.9

























































Strain (%)  
(a) 基礎梁、杭          (b) 耐震壁                   (c) 目地モルタル 



















































Strain (%)  




















































Strain (%)  
(d) PCWL 柱、梁、載荷梁            (e) PCWL 壁       (f) PCWL 目地モルタル 


































表 3-23 耐震壁の一次設計 曲げ及び軸力 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
b mm
D mm
σB MPa 60.3 43.9













































 表 3-15の設計用地震荷重に基づいて、耐震壁の許容水平せん断力 AQ を求め、設計用地震荷重を上
回っている事を確認する。 
),( 21 QQMaxQA =  
(3-8) 
srtlfQ =1  
(3-9) 

















 表 3-24より、いずれの試験体に関しても、側柱の寄与を考えない許容水平せん断力 1Q のみで設計用
地震荷重を上回る事が確認できた。 
 
表 3-24 耐震壁の一次設計 せん断力 




σB MPa 60.3 46.5
fs MPa 1.65 1.45

































表 3-25 柱主筋、梁主筋及び壁せん断補強筋の配筋 
(a)  MNW、PCW              (b)  MNWL、PCWL 
部材名 配筋比
柱 主筋 4-D10 1.11%
枠梁 上段筋 2-D6 0.65%
下段筋 2-D6 0.65%
せん断補強筋 2-φ4＠100 0.25%
壁板 縦補強筋 φ4＠100 0.25%
横補強筋 φ4＠100 0.25%
鉄筋
   
部材名 配筋比
柱 主筋 8-D13 1.50%
枠梁 上段筋 2-D10 (SD295A) 0.59%
下段筋 2-D10 (SD295A) 0.59%
せん断補強筋 2-D6＠150 0.30%
壁板 縦補強筋 D6＠150 千鳥 0.30%




















表 3-26 耐震壁の二次設計 曲げ耐力 








































表 3-27 耐震壁の二次設計 圧縮柱応力度 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
b mm
D mm
σB MPa 60.3 43.9



























 表 3-26で算定した耐震壁曲げ強度時における水平力を、耐震壁のせん断強度が上回る事を確認する。 
耐震壁のせん断強度の算定には、単層耐震壁を対象とした以下の算定式を用いた。計算式の詳細に関
しては、2.2 及び付録を参照されたい。ここでは、耐震壁の保証変形角を 0.005rad としてコンクリート
の有効強度係数を算定した。 
 



















：壁板のせん断補強筋の強度 (MPa) (407.9MPa 以下) 








表 3-28 耐震壁の二次設計 せん断強度（保証変形角 0.005rad） 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
tw mm 70 70
lwb mm 3000 3000




ｌwb mm 3000.0 3000
νσB/2 MPa 12.0 10.9


















 また、参考として耐震壁の保証変形角を 0.02rad とした場合の結果も示す。耐震壁大変形時において
も、耐震壁はせん断破壊しない事が確認できた。 
 
表 3-29 耐震壁の二次設計 せん断強度（保証変形角 0.02rad） 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
tw mm 70 70
lwb mm 3000 3000




ｌwb mm 3000 3000
νσB/2 MPa 4.81 4.35























のせん断補強筋を配し、3.2 で述べた 3 つの項目に関して検討を行う。なおこれ以後用いる拘束コンク
リートの強度及び強度時ひずみの算定式としては、文献 [3-2]のNewRCプロジェクトの成果を参考にした
算定式を用いる。 
表 3-30 柱せん断補強筋の配筋 
(a)  MNW、PCW 
部材名 配筋比
柱 せん断補強筋 2-D6＠50 0.79%
鉄筋
 
(b)  MNWL、PCWL 
部材名 配筋比











































NaT yww += σ  
(3-14) 




















































表 3-31 耐震壁限界曲率から算定した限界 1F 耐震壁曲げ変形角 
unit MNW PCW MNWL PCWL
コアコンクリート圧縮強度 MPa 64.8 54.6
拘束コンクリートの圧縮強度×0.9時のひずみ 0.0051 0.0053
圧縮柱のせい mm 260 260
限界曲率 1/mm 3.89E-05 4.06E-05
その時の1F曲げ変形角 % 1.48 1.54
限界曲率 1/mm 2.53E-05 2.51E-05







































































































)/( peepp bjN ση ⋅⋅=  
(3-22) 
)/( peenn bjN ση ⋅⋅=  
(3-23) 


































表 3-32 圧縮柱限界曲率から算定した限界 1F 変形角 
unit MNW PCW MNWL PCWL
最大軸力 kN 1176 1176
最小軸力（引張の場合は0） kN 0 0
柱のコア断面の幅 mm 210 210
柱のコア断面のせい mm 210 210
コアコンクリートの最大応力度 MPa 64.8 54.6
コアコンクリートの最大応力度時の軸ひずみ度 0.00351 0.00353
芯筋の断面積 mm^2 0 0






限界曲率 1/mm 0.0000515 0.0000436
脚部回転角 % 1.34 1.13
























































tcc j  


















表 3-33 圧縮柱のせん断強度とせん断余裕度 
unit MNW PCW MNWL PCWL
柱幅 mm 260 260
柱せい mm 260 260
耐震壁の１層分の高さ mm 760 760
柱のトラス機構に関与する断面の有効せい mm 210 210
コンクリート強度 MPa 64.8 50.0
コンクリート強度に関する有効係数 0.376 0.450
有効強度係数×コンクリート強度 MPa 24.4 22.5
せん断補強筋比 0.00549 0.00549
せん断補強筋降伏強度 MPa 919 919





せん断強度 kN 539 512






















 ここでは、PCa 壁を有する PCW 試験体及び PCWL 試験体の目地部分の設計を行う。3.1 でも述べた






























表 3-34 PCa 壁試験体の目地幅 
PCW PCWL
水平目地 15mm
鉛直目地 50mm 160mm  
 
   
(a) PCW 試験体                    (b) PCWL 試験体 












005.0003.0 ≤≤ hp の時 
)(7.0 hhyuh NtLpQ += σ   
(3-28) 
hp<005.0 の時 























{ } )()(,),(min ∑∑ ∑ +⋅= vyiissusvuoiicsuuv awafhftxwfQ σ  
(3-32) 
csu f  
svu f  






















表 3-35 文献 [3-16]による目地の強度計算 
(a) 水平目地 
Unit PCW PCWL
σy MPa 498.9 376.5
ph 0.00205 0.00264
ah mm^2 201.0 601.7
t mm 50 70
L mm 1960.0 3260
Nh kN 266.6 706.0
Quh kN 256.8 652.8







to mm 50 70
σB mm 41.3 43.9
ufsv MPa 1.37 1.41
h mm 460 760
σy av (1F) kN 48.8 113.6
Quv kN 80.3 188.6

























表 3-36 杭の配筋 
(a) MNW、PCW 試験体 
部材名 配筋比





(b) MNWL、PCWL 試験体 
部材名 配筋比



































表 3-37 一次設計 杭のせん断に対する検討 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
b mm
j mm
σB MPa 45.7 40.6
fs MPa 1.43 1.36
wft MPa
pw
QAS kN 269 259
地震荷重 圧縮柱 kN




















sA   ：杭主筋の断面積 
yf   ：杭主筋の降伏強度 
 
表 3-38 二次設計 杭の軸力に対する検討 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
b mm
D mm
σB MPa 45.7 40.6

















































0min <≤ NN の時 
DgNaM ygyC 1)(5.0 += σ  
(3-34) 
bNN ≤≤0 の時 
{ }cygyC bDFNNDDgaM /15.05.0 1 −+= σ  
(3-35) 
maxNNNb ≤< の時 
cygyC FbDggDgaM
2
111 )6.3)(1(024.05.0 −++= σ  
(3-36) 
ygaN σ−=min  
(3-37) 
ygc abDFN σ+=max  
(3-38) 

























表 3-39 二次設計 杭の曲げに対する検討 





Fc MPa 45.7 40.6
g1
Nmin kN
Nmax kN 5544 5203
Nb kN 1120 997
N（圧縮杭） kN
N（引張杭） kN










































),,( 321 VVVMinVu =  
(3-40) 
































表 3-40 二次設計 杭のせん断に関する検討 















Vu (圧縮杭） kN 551.9 521.3







































































表 3-41 基礎梁及びスラブ筋の配筋 
(a) MNW、PCW 試験体 
部材名 配筋比
基礎梁 上端筋（スラブ考慮） 8-D10 + 4-φ4 1.33%
下段筋 8-D10 1.23%
せん断補強筋 2-D6＠100 0.63%




(b) MNWL、PCWL 試験体 
部材名 配筋比
基礎梁 上端筋（スラブ考慮） 2-D22+4-D6 0.74%
下段筋 2-D22 0.63%
せん断補強筋 2-D10＠150 (SD295A) 0.63%










表 3-42 一次設計 基礎梁の軸方向鉄筋とせん断補強筋に関する検討 






















 文献 [3-7]に従って、メカニズム時（耐震壁曲げ降伏時）における水平荷重の 0.50 倍以上の軸方向鉄筋
許容耐力が与えられている事を確認する。表 3-43より、軸方向鉄筋量に関する条件は満たされている。 
 
表 3-43 二次設計 基礎梁の軸方向鉄筋に関する検討 












安全率は 2 倍を超えている。一方、大型試験体に関しては、上端筋の安全率が 1.0 を大幅に下回ってお
り、耐震壁が曲げ降伏する前に基礎梁主筋が曲げ降伏する状況になっている。但し、下端筋に関して
は、上端筋と同じ配筋としているので、安全率は 1.0 を大幅に超えている。 
 






表 3-44 二次設計 基礎梁の曲げに関する検討 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
at σy  (上端) kN
rd  (上端) mm
at σy  (下端) kN
rd  (下端) mm
Mu  (上端) kNm







































表 3-45 二次設計 基礎梁のせん断に関する検討 

























































表 3-46 各部材の断面と配筋 
(a) 小型試験体 
部材名 配筋比
柱 主筋 4-D10 1.11%
(160mm×160mm) せん断補強筋 2-D6＠50 0.79%
枠梁 上段筋 2-D6 0.65%
下段筋 2-D6 0.65%
(100mm×120mm) せん断補強筋 2-φ4＠100 0.25%
壁板 縦補強筋 φ4＠100 0.25%
(50mm) 横補強筋 φ4＠100 0.25%
杭 主筋 8-D22 2.53%
(350mm×350mm) せん断補強筋 4-D10＠100 0.82%
基礎梁 上段筋 8-D10 1.23%
上端筋（スラブ考慮） 8-D10 + 4-φ4 1.33%
下段筋 8-D10 1.23%










柱 主筋 8-D13 1.50%
(260mm×260mm) せん断補強筋 2-D10＠100 (KSS785) 0.55%
枠梁 上段筋 2-D10 (SD295A) 0.59%
下段筋 2-D10 (SD295A) 0.59%
(140mm×200mm) せん断補強筋 2-D6＠150 0.30%
壁板 縦補強筋 D6＠150 千鳥 0.30%
(70mm) 横補強筋 D6＠150 千鳥 0.30%
杭 主筋 8-D32 3.28%
(440mm×440mm) せん断補強筋 2-D13＠120 0.48%
基礎梁 上段筋 2-D22 0.63%
上端筋（スラブ考慮） 2-D22+4-D6 0.74%
下段筋 2-D22 0.63%














     
(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-17 柱断面（単位：mm） 
 
            
(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-18 梁断面（単位：mm） 
 
    
(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-19 壁断面（スラブ筋も同一の配筋）（単位：mm） 
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(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-20 載荷梁断面（単位：mm） 
 
    
(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-21 杭断面（単位：mm） 
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(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-22 基礎梁断面（単位：mm） 
               
(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 
図 3-23 直交梁断面（単位：mm） 
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3.6.10 試験体の配筋状況と定着や付着に関する設計 




















図 3-25 小型試験体の平面配筋図 
 
     
(a) 壁断面                 (b) 柱断面 









図 3-27 MNWL 試験体の側面配筋図 
 
 








図 3-30  PCWL 試験体の平面配筋図 
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                          (a) 壁断面                   (b) 柱断面 






























表 3-47 コンクリート配合の設計条件（試験体 MNW, PCW） 
呼び強度 スランプ値 粗骨材の最大 セメント種類
(MPa) (cm) 寸法による記号 による記号
1回目 普通 33 12 15 N





表 3-48 コンクリートの配合表及び当日のスランプ値（試験体 MNW, PCW) 
セメント 水 細骨材 粗骨材 混和材 水セメント比 細骨材率 当日の
(kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (%) (%) スランプ値(cm)
1回目 417 175 771 928 1.024 42 46.1 12
2回目 417 175 771 928 1.024 42 46.1 16  
 
  
(a) 壁脚部分の目荒らし            (b) 下部構造打設後 
  
(c) 上部構造打設後             (d) PCW 試験体の目地充填 











表 3-49 コンクリート配合の設計条件（試験体 MNWL） 
呼び強度 スランプ値 粗骨材の最大 セメント種類
(MPa) (cm) 寸法による記号 による記号
1回目 普通 33 18 15 N





表 3-50 コンクリートの配合表及び当日のスランプ値（試験体 MNWL） 
セメント 水 細骨材 粗骨材 混和材 水セメント比 細骨材率 当日の
(kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (%) (%) スランプ値(cm)
①551
②236
2回目 411 179 ①
551
②236 896 3.699 43.5 47.1 18.5
3.699 43.5 47.1 22.71回目 411 179 896
 
骨材混合比 ①：②＝70.0：30.0 
表 3-51 セメントミルクの力学的特性（試験体 MNWL） 
圧縮強度 ヤング係数
(MPa) (GPa)
76.4 19.5  
 
   
(a) 壁脚部分の目荒らし           (b) 上部構造打設 








PCW 試験体と同様に、デンカ プレタスコン Type-1 を充填した。 
 
表 3-52 コンクリート配合の設計条件（試験体 PCWL） 
呼び強度 スランプ値 粗骨材の最大 セメント種類
(MPa) (cm) 寸法による記号 による記号
1回目 普通 33 18 25 N
2回目 普通 33 18 15 N





表 3-53 コンクリートの配合表及び当日のスランプ値（試験体 PCWL） 
セメント 水 細骨材 粗骨材 混和材 水セメント比 細骨材率 当日の
(kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (%) (%) スランプ値(cm)
1回目 393 171 758 ①
574
②383 3.54 43.5 44.8 16.7
2回目 409 178 722 955 3.68 43.5 43.4 16.9
①493
②211
20.73回目 477 186 904 4.293 39 44.1
 
1 回目 骨材混合比 ①：②＝60.0：40.0 
3 回目 骨材混合比 ①：②＝70.0：30.0 
 
 
(a) 1 回目打設                    (b) 2 回目打設前 
図 3-34 試験体PCWLの製作風景 
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(c) 2 回目打設後                     (d) 試験体の横倒し 
 
(e) 3 回目打設準備                      (f) 3 回目打設準備詳細 
 
(g)  3 回目打設終了                     (h) 3 回目打設終了詳細 



















(a)  小型試験体 
図 3-35 載荷方法（単位：mm） 
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(b)  大型試験体 




漸増載荷を行っている。サイクル数と 1F耐震壁変形角の関係を 図 3-36に示す。本実験における 1F耐
震壁変形角の算定方法は付録 1 に示すが、複数の変位計の計測値から算定を行う為、計算が非常に複










MNW, PCW 133.3 12.6
MNWL 353.0 8.66











































































(c) MNWL 試験体                (d) PCWL 試験体 
図 3-36 各試験体のサイクル数 
 
MNW: 1～2 サイクルは、水平荷重 70kN で 2 回繰り返し載荷を行ったが、1F 耐震壁変形角は計測でき
ていない。また、12～13 サイクルでは、変形角 1.7%程度で 2 回繰り返し載荷を行ったが、こち
らに関しても、耐震壁の損傷が激しく、変位の測定は行えていない。 
PCW: 1～2 サイクルは、水平荷重 60kN で 2 回繰り返し載荷を行ったが、1F 耐震壁変形角は計測でき
ていない。また、12～13 サイクルでは、変形角 2.1%程度で 2 回繰り返し載荷を行ったが、こち
らに関しても、耐震壁の損傷が激しく、変位の測定は行えていない。 
 
MNWL: 1F 耐震壁変形角 2.3%で 1 サイクル載荷した後、正方向に押し切り載荷を行った。 















位計から試験体の変形を計測した。図 3-37から図 3-40に(a) 耐震壁脚部と基礎梁上端面との相対鉛直











        
(b) MNWL 試験体                             (c) PCWL 試験体 








      
(a) 小型試験体                            (b) 大型試験体 










    
(a) 小型試験体                            (b) 大型試験体 








    
(a) 小型試験体                            (b) 大型試験体 
  図 3-40 層間変形角測定用の外部計測フレームと変位計の設置位置 
 






   
(a) 小型試験体                (b) MNWL 試験体                (c) PCWL 試験体 
図 3-41 壁筋及び基礎梁補強筋における歪ゲージの位置 
 
 
                   
(a) 小型試験体                            (b) 大型試験体 
図 3-42 スラブ筋における歪ゲージの位置 
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3.10. まとめ 




1) 試験体は計 4 体で、小型試験体（MNW, PCW）が 2 体、大型試験体（MNWL, PCWL）が 2 体とな
っている。また、MNW 試験体及び MNWL 試験体は耐震壁を一体打ちとし、PCW 試験体と PCWL
試験体には PCa 部材を模擬した目地を設置した。この際、PCW 試験体に関しては、鉛直方向の目
地のみを与えたが、PCWL 試験体に関しては、鉛直方向の目地だけでなく、水平方向の目地を与え
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 本章では、小型試験体(MNW, PCW)2 体と、大型試験体(MNWL, PCWL)2 体の、計 4 体の試験体の静
的載荷実験の結果を示す。また、特に基礎梁に関しては、損傷の程度を示す主筋のひずみ分布に関す












(2) 耐震壁の復元力特性を求める為の測定手法（1F 耐震壁変形角） 










に分割している。また、水平方向に関しては、領域 1 に関しては分割せず、領域 2 及び領域 3 に関し
ては、小型試験体で 2 分割、大型試験体で 4 分割して測定を行っている。それぞれの領域では、2 方向
の回転角及びせん断歪を計測している。耐震壁変形角は、それぞれの領域における回転角及びせん断
歪を用いて算定した。変形を計測した領域は以下の通りである。各領域の回転角及びせん断歪の計測
方法に関しては、付録 1 に示す。また、水平荷重については、鉛直ジャッキの P-⊿による水平力の入
力を無視できない為、その補正を行った。補正方法に関しては、付録 2 に示す。 
 
表 4-1 本実験における曲率及びせん断歪の測定範囲 
小型試験体 大型試験体 小型試験体 大型試験体
測定領域1 1F耐震壁脚部 0mm～100mm 0mm～100mm 1 1
測定領域2 1F耐震壁上部 100mm～460mm 100mm～760mm 2 4












































































(c) MNWL 試験体              (d) PCWL 試験体 





























おける最大変形点 1.71 0.663 2.071 0.667



























































































































(c) 小型試験体（包絡線）            (d) 大型試験体（包絡線） 
















































































    (c) 小型試験体（包絡線）             (d) 大型試験体（包絡線） 















表 4-3 PCW 試験体と PCWL 試験体の違い 
水平目地 鉛直目地
PCW 無し 有り M(kNm)=5.57Q(kN) 37.1














































































(c) MNWL 試験体                (d) PCWL 試験体 















































(a) 小型試験体                 (b) 大型試験体 
図 4-5 1F 耐震壁曲げ変形角とせん断変形角の関係 
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4.1.5 1F壁脚と 1F耐震壁上部における曲率とせん断ひずみ 
 4.1.4 では、大型試験体に関しては、PCa目地の影響で 1F耐震壁のせん断変形の割合が増加する事が







































































(c) MNWL 試験体                (d) PCWL 試験体 



























































































(c) MNWL 試験体                (d) PCWL 試験体 




4.1.5 では、小型試験体及び MNWL 試験体に関しては、1F 耐震壁脚部にせん断ひずみが集中し、PCa
目地によってひび割れが耐震壁全体に進展する PCWL 試験体では、1F 耐震壁全体にせん断ひずみが分
散する傾向が見られた。ところで、本実験の特徴として、耐震壁を支持する基礎梁の変形を許容して
いる事が挙げられる。載荷実験では、基礎梁に多数の曲げひび割れやせん断ひび割れが発生し、基礎











(a) 基礎の伸びで耐震壁が変形しない場合  (b) 基礎の伸びによって耐震壁が変形する場合 






図 4-9 基礎梁上端の伸びと壁脚のせん断変形の測定(MNWL 試験体) 
 
本実験では、図 4-9に示すように、耐震壁脚部のせん断変形を測定する為の変位計を 3 つ設置してい
る。ここでは、大型試験体の配置状況のみを示すが、小型試験体に関しても同様である。これらの変
位計を用いる事で、壁（柱）脚と基礎梁（床スラブ）上面との相対変位が計測できるが、耐震壁脚部
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(a) 小型試験体               (b) 大型試験体 



















































































(c) MNWL 試験体                  (d) PCWL 試験体 




























 4.1.5 では、PCa 目地の有無が耐震壁のせん断性状に与える影響を考える場合に、一体打ち耐震壁に




































































(c) MNWL 試験体                  (d) PCWL 試験体 







表 4-4 各試験体の載荷サイクル 
1F変形角 1F 曲げ せん断 荷重制御 1F 曲げ せん断 荷重制御 1F 曲げ せん断 荷重制御 1F 曲げ せん断 荷重制御
× 0.017 × × 0.007 × 60kN 0.002 0.003 -0.001 150kN 0.008 0.004 0.004 150kN
0.005 0.005 0.000 200kN
0.025
0.037 0.015 0.022 250kN 0.034 0.015 0.019 250kN
0.05
0.078 0.039 0.039 0.082 0.043 0.039 0.082 0.024 0.058 0.086 0.022 0.064
0.1
0.175 0.042 0.133 0.165 0.033 0.131
0.2
0.257 0.105 0.152 0.246 0.111 0.135
0.3
0.355 0.087 0.268 0.334 0.058 0.277
0.4
0.448 0.173 0.275 0.443 0.194 0.249
0.5
0.513 0.131 0.382 0.508 0.086 0.422
0.6
0.671 0.252 0.419 0.620 0.259 0.361 0.678 0.169 0.509 0.675 0.113 0.562
0.7
0.8
0.842 0.202 0.640 0.821 0.151 0.671
0.9
1
1.240 0.420 0.741 1.264 0.473 0.790
1.5
1.645 0.366 1.279 1.532 0.279 1.253
2






















 4.1.8 各部材の降伏点 










































 表 4-5 各試験体の降伏点 
(a) MNW 試験体 
曲げ せん断 全体
正方向 0.036 0.018 0.054 85.3
負方向 -0.032 -0.025 -0.057 -95.6
平均 0.034 0.022 0.055 90.5
正方向 0.036 0.018 0.054 85.3
負方向 -0.035 -0.027 -0.062 -88.7
平均 0.035 0.023 0.058 87.0
正方向 0.320 0.554 0.874 108.7
負方向 -0.456 -0.791 -1.247 -100.6













変形 (%) 荷重 (kN)
 
(b) PCW 試験体 
曲げ せん断 全体
正方向 0.044 0.056 0.100 87.7
負方向 -0.041 -0.016 -0.057 -90.1
平均 0.043 0.036 0.079 88.9
正方向 0.044 0.056 0.100 87.7
負方向 -0.041 -0.016 -0.057 -90.1
平均 0.043 0.036 0.079 88.9















(c) MNWL 試験体 
曲げ せん断 全体
正方向 0.029 0.079 0.108 278.3
負方向 -0.033 -0.107 -0.140 -312.4
平均 0.031 0.093 0.124 295.4
正方向 0.037 0.103 0.140 312.1
負方向 -0.041 -0.138 -0.179 -310.7
平均 0.039 0.121 0.160 311.4
正方向 0.120 0.356 0.476 339.0
負方向 -0.128 -0.353 -0.482 -355.3
平均 0.124 0.355 0.479 347.1
正方向 0.120 0.356 0.476 339.0
負方向 -0.061 -0.199 -0.260 -337.0
平均 0.090 0.278 0.368 338.0









(d) PCWL 試験体 
曲げ せん断 全体
正方向 0.034 0.135 0.169 315.8
負方向 -0.031 -0.107 -0.138 -321.8
平均 0.033 0.121 0.153 318.8
正方向 0.046 0.259 0.305 338.3
負方向 -0.059 -0.244 -0.303 -338.8
平均 0.053 0.251 0.304 338.6
正方向 0.061 0.362 0.423 339.3
負方向 -0.098 -0.393 -0.491 -361.5
平均 0.079 0.378 0.457 350.4
正方向 0.279 1.215 1.495 373.7
負方向 -0.243 -0.913 -1.156 -386.7























●曲げ    ：引張柱主筋が降伏した点を曲げ降伏点とする。 
●せん断 ：曲げせん断ひび割れ、曲げ降伏による剛性低下は考慮していない。 
       せん断破壊時のせん断ひずみは一律で 0.4%に設定している。 
 
＜耐震性能評価指針（案）・同解説：解析 2＞ 
●曲げ  ：降伏点は、柱主筋と壁縦方向補強筋の 2/3 の降伏状態から決定。 
      その結果、靭性保証型耐震設計指針よりも、ひび割れ発生後の二次剛性が低くなる。 
●せん断 ：曲げせん断ひび割れ、曲げ降伏による剛性低下を考慮できる。 
      外周フレームによるせん断剛性の増加を加味する事ができる。 
 












縦筋の 2/3 がすべて降伏する点の平均点を降伏点としている。実験では、1F 引張柱中心位置における
平均引張ひずみが降伏ひずみに達した点としており、降伏点の変形の順番が小さい順に、解析 1→実験




























(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.045 0.029 0.074 86.4 0.95 0.80
(b) 0.188 0.197 0.385 96.9 0.97 0.63












(a) 0.044 0.056 0.100 87.7
(b) 0.196 0.293 0.489 104.0
(c) 0.524 0.797 1.321 111.8
(a) 0.045 0.029 0.074 86.4 0.98 0.51
(b) 0.196 0.206 0.402 97.0 0.93 0.70





















































































































































(e) 1F 耐震壁変形角(MNW)                   (f) 1F 耐震壁変形角(PCW) 
 








































(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.045 0.036 0.081 335.9 1.05 0.27
(b) 0.136 0.164 0.300 373.3 1.09 0.41












(a) 0.034 0.135 0.170 314.3
(b) 0.077 0.436 0.513 344.2
(c) 0.135 0.715 0.849 351.3
(a) 0.034 0.033 0.067 306.2 0.97 0.25
(b) 0.078 0.089 0.166 365.6 1.06 0.20





















































































































































(e) 1F 耐震壁変形角(MNWL)                  (f) 1F 耐震壁変形角(PCWL) 










 4.1.10 水平荷重－2F耐震壁変形角関係 
1F耐震壁変形角と同様の方法で算定した各試験体の水平荷重－2F耐震壁変形角関係を図 4-16に示




















































































  (a) 曲げ           (b) せん断          (c) 全体 























































   (a) 曲げ           (b) せん断          (c) 全体 














































   (a) 曲げ           (b) せん断          (c) 全体 




















































   (a) 曲げ           (b) せん断          (c) 全体 




















































   (a) 曲げ           (b) せん断          (c) 全体 
(d) PCWL 試験体 
図 4-16 水平荷重－2F 各変形角関係 
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1F変形角(%)   







































  (c) MNWL 試験体              (d) PCWL 試験体 














































    (a) 小型試験体                (b) 大型試験体 
図 4-18  1F 耐震壁変形角と 1F 層間変形角の関係 
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 (a) 小型試験体の測定領域名（上）         (c) 正方向の曲げ回転角 （上） 
  (b) 大型試験体の測定領域名（下）         (d) 正方向のせん断ひずみ（下） 


























































































































(c) MNWL 試験体               (d) PCWL 試験体 
 




















































































































































                 (c) MNWL 試験体              (d) PCWL 試験体 
 























































 表 4-9 実験において観測された損傷（小型試験体） 











0.023　※1 64.4 × -77.2 直交梁 水平方向のひび割れが観測される（面外方向の曲げによるものか？）
× -50.2 3F 水平方向のひび割れが発生し、その後曲げせん断ひび割れとして進展（W3）
1-3F W1
1-2F W2
0.053 85.3 -0.057 -95.6 杭 内側に曲げひび割れの発生を確認
1-2F 曲げせん断ひび割れが大きく進展し、スラブに至る
-0.057 -95.6 ● F4
● F1
-0.057 -95.6 ● F2
0.208 97.6 スラブ スラブ断面をひび割れが材軸と直交方向に貫通














































0.012 ※1 27.2 × -21.2 直交梁 水平方向のひび割れが観測される（面外方向の曲げによるものか？）
0.020 ※1 48.1 × -56.2 3F W3




-0.062 -89.7 ● F1
-0.221 -94.6 ● F2
0.109 88.7 -0.062 -89.7 ● F4
-0.014 -85.0 杭 内側に曲げひび割れの発生を確認
スラブ スラブ断面をひび割れが材軸と直交方向に貫通
0.272 96.2 -0.221 -94.6 ● F3
-0.569 -105.7 1F 目地に圧縮ひび割れの発生を確認


























 表 4-10 実験において観測された損傷（大型試験体） 











0.007 -160.0 ● F1　（曲げひび割れ発生、但し、ひび割れは微小で、その後発展も見られない）
0.007 -156.0 ● F3
杭 多数の水平ひび割れが発生しているが、面外方向の変形が影響していると思われる
0.011 160.5 0.007 -160.0 1F W1
0.017 225.0 0.007 -148.6 ● F4
0.006 -199.2 1F W2
● 杭近傍において、せん断ひび割れや曲げせん断ひび割れが多数発生するのを確認
● F2
0.095 284.8 -0.068 -277.2 ● 壁脚の曲げせん断ひび割れが基礎梁まで進展(F1-F2)
1.646 357.6 1F 圧縮ひび割れが進展

























0.005 139.2 -0.010 -135.0 ● F3
0.005 151.8 -0.011 -152.2 1F W1
1F 目地部分に曲げせん断ひび割れが発生(W2)
2F W1
-0.035 -227.1 ● F4



































 4.3.2 ひび割れ分布 
図 4-22から図 4-25に、各試験体のひび割れ分布を示す。各試験体とも、曲げひび割れが引張柱に発生





















    
(a)  Q = 75.6kN                      (b) α = 0.078% 
図 4-22 MNW試験体のひび割れ分布 
(Q は水平荷重を、α は 1F 耐震壁変形角を示す) 
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(c) α = 0.257%                    (d) α = 0.448% 
 
    




図 4-22 MNW 試験体のひび割れ分布 




     
(a) Q = 58.6kN                       (b) α = 0.082% 
 
     
(c) α = 0.246%                        (d) α = 0.443% 
 
     
(e) α = 0.620%                        (f) α = 1.264% 
図 4-23 PCW試験体のひび割れ分布 





図 4-23 PCW 試験体のひび割れ分布 
(Q は水平荷重を、α は 1F 耐震壁変形角を示す) 
 
    
(a) Q=200kN                       (b) Q=250kN 
    
(c) α = 0.08%                        (d) α = 0.18% 
図 4-24 MNWL試験体のひび割れ分布 
(Q は水平荷重を、α は 1F 耐震壁変形角を示す) 
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(e) α = 0.36%                       (f) α = 0.51% 
 
    
(g) α = 0.68%                       (h) α = 0.84% 
 
    
(i) α = 1.65%                     (j) 載荷終了後 
図 4-24 MNWL 試験体のひび割れ分布 




     
(a) Q=200kN                         (b) Q=250kN 
 
    
(c) α = 0.09%                        (d) α = 0.17% 
 
    
(e) α = 0.33%                       (f) α = 0.51% 
図 4-25 PCWL試験体のひび割れ分布 




     
(g) α = 0.68%                      (h) α = 0.82% 
 
    
(i) α = 1.53%                    (j) 載荷終了後 
図 4-25 PCWL 試験体のひび割れ分布 
































(a) 大型試験体                  (b) 小型試験体 

























     
(a)  MNWL 試験体の損傷状況（1F 耐震壁変形角 4.0%）  (b)  MNWL 試験体の杭頭配筋と回転変形 

















     
(a)  写真 1                   (b)  写真 2  
    
(c)  写真 3                 (d)  写真 4  
図 4-28 MNW 写真 
 
写真 1：1F 耐震壁変形角 2.3%時（推定）の試験体 MNW の全体図（西面） 
壁脚の離間により裏側が透けて見える。 
写真 2：実験終了後の試験体 MNW の南側柱及び壁１階部分（東側） 
壁脚の離間により壁縦補強筋が見える。座屈しているものもあった。 
写真 3：実験終了後剥離したコアコンクリートを除去した試験体 MNW の南側柱 1 階部分柱主筋 
座屈・破断が確認できる。 
写真 4：実験終了後剥離したコンクリートを除去した試験体 MNW の南側柱及び壁 1 階部分（東側） 
柱主筋および壁縦補強筋の座屈・破断が確認できる。 
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(a)  写真 1                   (b)  写真 2  
    
(c)  写真 3                (d)  写真 4  
図 4-29 PCW 写真 
 
写真 1：1F 耐震壁変形角 3.1%時（推定）の試験体 PCW の全体図（西面） 
壁脚の離間により裏側が透けて見える。 
写真 2：実験終了後の試験体 PCW の南側柱及び壁１階部分（西側） 
側注と耐震壁の間の目地部分において僅かであるがずれが生じている事が確認できる。 
写真 3：実験終了後の試験体 PCW の壁１階中央南側部分（西側） 
基礎梁上端面に沿って、壁脚の離間が起こっている。壁縦補強筋の座屈が確認できる。 








    
(a)  写真 1                   (b)  写真 2  
   
(c)  写真 3                  (d)  写真 4  
図 4-30 MNWL 写真 
 
写真 1：1F 耐震壁変形角 4.0％時の試験体の全体図（南面） 
耐震壁から壁脚を伝って、基礎梁下端まで曲げせん断ひび割れが進展している様子が確認で
きる。 








(a)  写真 1 
 
 
(b)  写真 2  
図 4-31 PCWL 写真 
 
写真 1：実験終了後の試験体の全体図（南面） 






























(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.044 0.056 0.100 87.7
(b) 0.196 0.293 0.489 104.0
(c) 0.524 0.797 1.321 111.8
(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.034 0.135 0.170 314.3
(b) 0.077 0.436 0.513 344.2


















 4.4.1 耐震壁縦方向せん断補強筋のひずみ分布 


































































































(c) MNWL 試験体                           (d) PCWL 試験体 






(b) MNWL 試験体                   (c) PCWL 試験体 

















































































(c) MNWL 試験体                            (d) PCWL 試験体 






















 4.4.2 耐震壁横方向せん断補強筋のひずみ分布 











































































 (c) MNWL 試験体 




 4.4.3 引張柱のひずみ分布 

































































































(c) MNWL 試験体                           (d) PCWL 試験体 
図 4-36 1F 及び 2F 引張柱のひずみ 
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 4.4.4 基礎梁せん断補強筋 






(a) 小型試験体              (b) 大型試験体 












































(a) MNW 試験体                             (b) PCW 試験体 












































(c) MNWL 試験体                            (d) PCWL 試験体 




図 4-39及び図 4-40に、基礎梁主筋位置に貼付したゲージから得られた歪分布の推移を示す。図 4-37に
基礎梁主筋のひずみゲージの添付位置を、また、図 4-42に基礎梁断面を示す。図 4-37及び図 4-42か
ら明らかなように、小型試験体は 8-D10 の四段配筋となっており、ひずみゲージは、外縁に最も近い


















































































































(c) MNWL 試験体                            (d) PCWL 試験体 


























































































(c) MNWL 試験体                            (d) PCWL 試験体 




















































(a) MNWL 試験体                            (b) PCWL 試験体 









主筋は 8-D10、 スラブ筋は 8-φ4 となっている。また、大型試験体では、基礎梁主筋は 2-D22、スラ









max 7.0 Bστ =  
(4-5) 



















表 4-12 基礎梁主筋とスラブ筋の降伏強度と付着強度の関係 
コンクリート
基礎梁主筋 10 30.0 71.3 377 36.9 26.9 23.3 0.87
スラブ筋 4 12.6 12.6 499 36.9 6.3 9.7 1.55
基礎梁主筋 22 70.0 387.1 341 45.7 132.0 62.6 0.47
スラブ筋 6 19.9 31.7 377 45.7 11.9 17.8 1.50
基礎梁主筋 22 70.0 387.1 341 40.6 132.0 57.9 0.44
















































































































































































































































(e)  α= 0.660%                      (f) α= 1.22%  
図 4-43 MNW 試験体の基礎梁主筋及びスラブ筋の歪分布 




























































































































































































































(e)  α= 0.685%                              (f)  α= 1.32% 
図 4-44 PCW 試験体の基礎梁主筋及びスラブ筋の歪分布 




















































































































































































































































(e)  α= 0.682%                                (f)  α= 0.835% 
図 4-45  MNWL 試験体の基礎梁主筋及びスラブ筋の歪分布 






















































































































































































































































(e)  α= 0.694%                                (f)  α= 0.849% 
図 4-46  PCWL 試験体の基礎梁主筋及びスラブ筋の歪分布 








 4.4.7 1F耐震壁曲げ変形角と基礎梁上端筋の平均ひずみ（伸び）の関係 
 4.4.5 では、基礎梁上端筋のひずみ分布が 1F耐震壁の曲げ変形に応じて推移しているものとして議論
を進めた。そこで、本節では、基礎梁上端筋の平均ひずみと 1F耐震壁曲げ変形角の関係に関して考察
を行う。図 4-48に両者をプロットしたものを示す。なお、基礎梁上端筋に関しては、以下の 2 種類の
方法でひずみ量を評価する。基礎梁上端伸びの測定位置を図 4-47(a)に示す。 
 
(1) ひずみゲージによる測定値から算定した圧縮杭側の半スパン分の平均ひずみ量を求める (0.50) 



























引張柱の伸び量 (mm)  
(a) 1F 引張柱の伸びと基礎梁上端筋の伸び (b) 1F 引張柱の伸びと 1F 耐震壁曲げ変形角の関係 












布している（0.5 としても 0.75 としても平均ひずみの値がほとんど同じ）と考えられるが、基礎梁上端















































































































(c) MNWL 試験体               (d) PCWL 試験体 



































対象は、一体打ち耐震壁を有する MNW 試験体及び MNWL 試験体のみとする。 
 
表 4-13 二次設計 基礎梁の軸方向鉄筋に関する検討 








表 4-14 二次設計 基礎梁の曲げに関する検討 
Unit MNW PCW MNWL PCWL
at σy  (上端) kN
rd  (上端) mm
at σy  (下端) kN
rd  (下端) mm
Mu  (上端) kNm










































(a) 杭からの曲げ戻しモーメント         (b) 基礎梁における軸力の分布 
図 4-49 設計で考慮した杭からの曲げモーメントと軸力の分布 
  
(a) MNW 試験体               (b) MNWL 試験体 

































































Strain (%)  
(a) コンクリート        (b) 基礎梁主筋         (c) スラブ筋 


























































(a) コンクリート       (b) 基礎梁主筋          (c) スラブ筋 
(II) MNWL 試験体 



































































QN 3.0=  
(4-7) 
 








(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4






 4.5.3 実験結果との比較 



























































































(c) MNW 下端筋（実験）              (d) MNW 下端筋（解析） 






















































































(g) MNWL 下端筋（実験）             (h) MNWL 下端筋（解析） 







































































































































(e) MNWL 上端筋（実験）              (f) MNWL 上端筋（解析） 















































(g) MNWL 下端筋（実験）              (h) MNWL 下端筋（解析） 
図 4-54 基礎梁主筋のひずみ分布（Mp と 0.3Q） 
 
 
4.6. 基礎梁に作用する外力分布の算定 2（耐震壁から伝達される外力を用いた検討） 
4.6.1 耐震壁脚部から伝達される鉛直方向力と水平方向力の影響 






















     
 
(a) 鉛直方向力          (b) 水平方向力                  (c) 軸力 
によるモーメント         によるモーメント 






においてのみ水平せん断力の伝達が行われると考える。この状態を離間係数 0.75 とする。以上 0 から










































-900        -450           0            450         900
(MNWL)
(MNW)
Area 1 Area 2 Area 3 Area 4
 















































(I) MNW 試験体                      (II) MNWL 試験体  

























































(I) MNW 試験体 検証点(a)                (II) MNWL 試験体 検証点(a)    












































基礎梁位置(mm)  基礎梁位置(mm)  
(I WL 試験体 
図 4-60 基礎梁に作用する軸力の分布(N) 
) MNW 試験体                       (II) MN
 215
 4.6.5 実験結果との比較 
 モーメント Mp、Ml、Mv と軸力 N を用いて再度、基礎梁主筋のひずみ分布を算定する。なお、検証




























































(I) MNW 試験体                    (II) MNWL 試験体 



















































































            (III) MNW 試験体 下端筋                 (IV) MNWL 試験体 下端筋 


















験体に関しては、離間係数 0.25 もしくは 0.50 の上端筋のひずみ分布が、載荷実験のひずみに近い分布
















































  (I) MNW 試験体                     (II) MNWL 試験体 






















































































   (III) MNW 試験体 下端筋                 (IV) MNWL 試験体 下端筋 




































































  (I) MNW 試験体                     (II) MNWL 試験体 























































































   (III) MNW 試験体 下端筋                 (IV) MNWL 試験体 下端筋 







2. 定義した 4 つの外力モデルの算定方法が適切であったかどうか。 
3. 離間係数を用いて、各外力モデルの分布形状を推移させる手法が適切であったかどうか。 
 










 問題点 1 から 3 を解決する為には、耐震壁と基礎梁を一体で考える必要があり、本研究では、次章
に示すマクロモデルによる数値解析がこれに当たる。 
 
表 4-16 離間係数の推移 
(a) (b) (c)
MNW 0 0.75 0.75以上






















































































壁脚部から伝達される水平方向力によるモーメント Ml と鉛直方向力によるモーメント Mv も合わ
せて評価した。つまり、杭の曲げ戻しモーメント Mp と合わせて、計 3 種類のモーメントと軸力 N
を同時に基礎梁に作用させた。また、耐震壁の曲げ変形が増大するにつれ、基礎梁に作用するモ











筋の降伏により、離間係数は 0.50 で頭打ちとなった。ゆえに、MNWL 試験体では、耐震壁の曲げ
変形の増大に関わらず、耐震壁脚部の比較的広い範囲で水平力の伝達が行われる事になる。した

































コンクリート構造物の 2 次元非線形解析プログラム WCOMD である。実験結果との比較検討後、コン
クリート圧縮束の角度や各部材の変形メカニズム等、必要となる情報を抽出し、ストラット－タイ理




































図 5-2 ひび割れ直角方向の圧縮・引張伝達モデル 
 














































'23.0 ct ff =  
(5-4) 
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 コンクリートの復元力特性[5-1][5-4]に関しては、引張ひずみ toε でひび割れが発生した後、引張ひずみ
が )2( totu εε = に達すると、軟化を始めるものと定義されている。軟化時の算定式は、以下の式で与え
られる。 
 
   
(a) ひび割れ前後            (b) 全体の履歴 
図 5-3 前川らによるコンクリートのテンションスティフニングモデル 
 
C
ttutt f )( εεσ =  
(5-5) 





















1)( += ∫  
(5-6) 

















7.0' )10/( cFf fG α=  
(5-7) 











32 10  
 
 これに対し、土屋らは、文献[5-7]において、 Fα に関する算定式を提案している。 
1025.1 max +⋅= dFα  
(5-8) 
maxd  ：骨材最大寸法 
 
 また、RC 要素におけるひび割れの発生条件は、以下の算定式に従って行われる。 
0.11 =⋅ tf fR
σ







        （引張－引張領域） 
(5-10) 
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γβ =  
(5-11) 







(a) 1 方向ひび割れ場 
 
(b) 直交 2 方向ひび割れ場 







































































f =+ σ  
(5-13) 




xσ   




伏後の復元力特性は、単体の鉄筋の降伏強度及び降伏時ひずみを、それぞれ 、ytf yε とすると、
)1.1,12( yty fε 及び )5.1,50( yty fε を通るバイリニアとなる。最終的に、鉄筋の復元力特性はトリリニ
アで表される。 
 












































































Slips c=  
(5-15) 







































































cf '  ：1 軸圧縮強度 
：1 軸引張強度 tf  
 
 











の正方形を耐震壁の要素の基本寸法とした。その結果、各層は高さ方向に 2 ～ 3分割される事となる。
各試験体で最もひび割れが多く発生する 1F側柱の曲げひび割れの数は、MNW試験体で 9 本程度、




    
(c) MNW 試験体           (d) MNWL 試験体 
































fp =  
(5-18) 
tf   ：コンクリートの引張強度 
：鉄筋単体の降伏強度 yf   
 
 
(a)  有効鉄筋比と鉄筋の見かけの降伏強度の関係          (b)  オーバーラッピング要素 























5.2.3 解析結果 1：水平荷重－1F耐震壁変形角関係 

























































1F 耐震壁曲げ変形角(%)  











































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
(II) せん断 








































1F 耐震壁変形角 (%)  
(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 
(III) 全体 
図 5-14 復元力特性 
 
 



































(a)  柱脚ガウス点             (b)  壁脚ガウス点 







表 5-2 サイクル点における変形成分と水平荷重の比較 












(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.047 0.082 0.129 96.0 1.05 2.27
(b) 0.184 0.296 0.480 109.0 1.09 0.94
(c) 0.465 0.767 1.232 120.0 1.09 1.01
(a) 0.045 0.029 0.074 86.4 0.95 0.80
(b) 0.188 0.197 0.385 96.9 0.97 0.63



















(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.044 0.110 0.153 362.0 1.13 0.82
(b) 0.135 0.268 0.403 376.0 1.10 0.68
(c) 0.199 0.381 0.580 384.0 1.09 0.60
(a) 0.045 0.036 0.081 335.9 1.05 0.27
(b) 0.136 0.164 0.300 373.3 1.09 0.41








5.2.4 解析結果 2：基礎梁主筋のひずみ分布 




















































































































































(V) MNW 試験体：検証点(c)               (VI) MNWL 試験体：検証点(c) 
図 5-17 基礎梁主筋のひずみ分布 
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＜引張杭＞        ＜圧縮杭＞           ＜引張杭＞    ＜圧縮杭＞ 
(I) MNW 試験体 検証点(a)                (II) MNW 試験体 検証点(c) 
          
＜引張杭＞        ＜圧縮杭＞           ＜引張杭＞       ＜圧縮杭＞ 
(III) MNW 試験体 検証点(a)             (IV) MNW 試験体 検証点(c) 
図 5-18 各試験体の変形図（右方向に向かって水平荷重を入力、×20 倍） 
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は、耐震壁曲げ降伏直後の検証点(a)では 40 度程度であるが、1F耐震壁変形角が 1.0%を越える検証点(c)
では 34 度程度まで圧縮束の傾斜が緩くなる事が分かった。 
 
  
＜引張杭＞                        ＜圧縮杭＞  ＜引張杭＞            ＜圧縮杭＞ 
(I) 検証点(a)                                 (II) 検証点(c) 
図 5-19 MNW 試験体の主応力図（右方向に向かって水平荷重を入力） 
 
表 5-3 MNW 試験体の基礎梁の圧縮束の傾き（スラブ上端面を y=0 としている。単位：degree） 
(I) 検証点(a) 
-612.5 -400 -200 0 200 400 612.5
-77.5 43.8 50.2 56.8 65.2 74.4 79.4 93.9
-120 40.3 44.9 47.5 50.9 55.4 64.6 96.6
-202.5 37.1 42.2 41.2 39.0 34.5 30.2 93.0
-327.5 35.4 36.2 29.7 21.9 14.3 9.7 49.0







-612.5 -400 -200 0 200 400 612.5
-77.5 42.6 84.5 91.3 88.6 89.5 88.7 89.5
-120 35.2 35.3 26.6 25.5 -1.0 21.6 50.6
-202.5 35.2 33.8 36.0 27.3 18.9 20.9 56.0
-327.5 35.0 31.7 33.1 32.4 65.4 47.9 53.0















   
＜引張杭＞                        ＜圧縮杭＞  ＜引張杭＞             ＜圧縮杭＞ 
(I) 検証点(a)                                 (II) 検証点(c) 
 
＜引張杭＞                        ＜圧縮杭＞ 
(III) 1F 耐震壁変形角=1.01% 









表 5-4 MNWL 試験体の基礎梁の圧縮束の傾き（スラブ上端面を y=0 としている。単位：degree） 
(I) 検証点(a) 
-1140 -875 -625 -375 -125 125 375 625 875 1140
-100 41.8 45.4 49.2 53.1 58.5 64.6 70.6 77.1 73.4 87.3
-172 42.0 42.9 44.0 45.1 45.7 46.9 51.5 56.5 67.5 85.5
-332 43.0 38.0 36.1 29.6 23.4 19.0 16.5 15.1 18.1 50.2







-1140 -875 -625 -375 -125 125 375 625 875 1140
-100 45.1 44.8 48.5 51.6 63.9 81.4 83.6 84.3 88.1 89.3
-172 49.8 39.5 41.3 44.8 47.4 48.6 43.3 44.7 61.5 87.6
-332 34.3 38.1 35.4 31.2 28.9 28.0 22.5 28.1 57.4 69.4






(III) 1F 耐震壁変形角=1.01% 
-1140 -875 -625 -375 -125 125 375 625 875 1140
-100 46.0 45.1 47.5 57.3 79.7 82.9 84.2 81.0 87.4 89.1
-172 44.2 38.9 38.0 41.5 44.7 43.8 43.9 39.4 58.1 26.3
-332 13.5 37.1 32.4 31.9 31.7 30.3 39.6 45.1 60.6 62.5







































       (a) 無開口耐震壁のモデル（一方向）    (b) 無開口耐震壁のモデル（繰り返し） 
図 5-21 望月らによる耐震壁のモデル 
 
 
5.3.2 柱部材のモデル化（その 1：軸方向バネ） 







2/yggntc aN σ×=  
(5-19) 
)2/( haEK gsntc Δ×=  
(5-20) 
2/)( Byggncc bdaN σσ +×=  
(5-21) 
)2/()( hbDEaEK cgsncc Δ+=  
(5-22) 
 
ntc N  































































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
図 5-23 柱の軸方向バネのモデル（コンクリート） 
 
 









































(a) MNW 試験体               (b) MNWL 試験体 









     
(a) 正負対称な場合            (b) 正負非対称な場合 
（壁筋、梁主筋、基礎梁せん断補強筋）     （柱主筋、基礎梁主筋、杭主筋） 
図 5-26 鉄筋の復元力特性の例
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 図 5-26から図 5-28に繰り返し載荷時における鉄筋の復元力特性の例を示す。鉄筋の繰り返しモデルは、前川らによって提案されているモデルは用いず、
Sap2000 で選択できるkinematicモデルを用いた。このモデルは、移動硬化則に従ったモデルで、以下の図に示すように、正側の折れ点（1、2、3）と負側の折
れ点（-1、-2、-3）の移動硬化がそれぞれ対応している。例えば、図 5-27(b)を見ると、負方向に折れ点 2 を越える変形（③）が与えられると、それに伴い、
正方向の折れ点 1、2 に移動硬化が起こる。移動した折れ点 1、2 に沿って変形（④、⑤）が進むと、その後、まだ移動硬化が起こっていない折れ点 3 に向か
って、さらに変形が進む（⑥）事になる。 
 
(a) 載荷経路① → ③             (b)  載荷経路④ → ⑥                    (c)  載荷経路⑦ → ⑨ 
図 5-27 正負対称な鉄筋の繰り返し時における履歴 
 
 
(a) 載荷経路① → ③             (b)  載荷経路④ → ⑥                    (c)  載荷経路⑦ → ⑨ 
図 5-28 正負非対称な鉄筋の繰り返し時における履歴
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(c) MNWL（小変形時）              (d) MNWL（大変形時） 
図 5-29 柱主筋の抜け出しによる影響 
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)/( nccncsc KhKGbDK Δ=  
(5-23) 
 








nc K  
ncc K  













































(a) MNW                    (b) MNWL 















































(a) MNW                  (b) MNWL  
図 5-31 本実験における梁の軸方向バネのモデル 
 
 














ξσ +−=  
(5-24) 
BB σσ 63.0' =  
(5-25) 




εξ =  
(5-27) 
25.0'4 )(1029.4 Bo σε −×=  
(5-28) 












MNW 試験体 ： mmmm 14145sin200 =×  






MNW 試験体 ： mmmm 10645sin150 =×  





















































(a) MNW                 (b) MNWL 




































(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.047 0.082 0.129 96.0 1.05 2.27
(b) 0.184 0.296 0.480 109.0 1.09 0.94
(c) 0.465 0.767 1.232 120.0 1.09 1.01
(a) 0.045 0.029 0.074 86.4 0.95 0.80
(b) 0.188 0.197 0.385 96.9 0.97 0.63
(c) 0.459 0.533 0.992 102.7 0.94 0.70
(a) 0.044 0.050 0.094 94.6 1.04 1.38
(b) 0.188 0.151 0.339 104.3 1.04 0.48





















(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.044 0.110 0.153 362.0 1.13 0.82
(b) 0.135 0.268 0.403 376.0 1.10 0.68
(c) 0.199 0.381 0.580 384.0 1.09 0.60
(a) 0.045 0.036 0.081 335.9 1.05 0.27
(b) 0.136 0.164 0.300 373.3 1.09 0.41
(c) 0.203 0.268 0.471 380.7 1.08 0.42
(a) 0.044 0.061 0.105 367.5 1.15 0.45
(b) 0.130 0.131 0.261 408.0 1.20 0.33















































1F耐震壁変形角 (%)  
(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 
図 5-33 1F 耐震壁の復元力特性 
 
 



























の節点のみとする。基礎梁上端筋に関しては、スラブの有効幅を実大にして 1m 程度と考え、MNW 試



































   
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
図 5-34 各鉄筋に作用する引張力（基礎梁主筋に関しては付着力） 
 
   
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
図 5-35 圧縮ストラットの向き 
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(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
図 5-36 各鉄筋に作用する引張力（基礎梁主筋に関しては付着力） 
 
   
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 







る。引張杭近傍ではひび割れの傾き（35 ～ 40 度）がやや小さくなっているが、圧縮杭近傍では、逆




図 5-38 実験終了時における基礎梁ひび割れ分布（MNW 試験体） 
 
 































λφ =+ 2cot1 wyweBo p σσν  
(5-31) 









































































































































表 5-7 引張杭側における基礎梁コンクリートストラットの傾斜角（単位：degree） 
MNW MNWL
40 → 34 39 → 35
主応力 23.8 47.2







5.6. 基礎部分のマクロモデルの構築（その 2：各構造要素のモデル化） 
5.6.1 解析変数 
 5.2 で行ったFEM解析及び 5.5 における載荷実験や算定式を用いた検討によって、杭周辺の圧縮力の
流れや、基礎梁のコンクリートストラットの傾斜角に関する有益な知見が得られた。本節では、これ
らの知見から基礎構造のモデル化を行う。この際、大きな問題となるのが、基礎梁のコンクリートス




    A30      ： 傾斜角を靭性保証型耐震設計指針・同解説のトラス機構の角度に近い 30 度
とする 
： FEM 解析の主応力方向に近い 37 度とする。 
： 傾斜角を実験において確認されたひび割れの角度と同じ 45 度とする 
 
    A37 


















を用いた評価法に加え、スラブを全て評価した場合と評価しない場合の計 4 種類を検討する。 
 
(2) スラブの有効幅   
S0： スラブ無視              （小型：  0mm、大型：  0mm） 
S1： 日本建築センターによる評価法（小型：150mm、大型：250mm） 
S2： 杭幅による評価法            （小型：300mm、大型：365mm） 








         (a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 
図 5-40 床スラブの有効幅（単位：mm） 
 
 
5.6.2 基礎梁のモデル化（その 1：主筋） 
 基礎梁主筋に関しては、柱部材の軸方向バネと同様に、コンクリートのテンションスティフニング
作用が引張剛性に与える影響を考慮してモデル化する。基礎梁上端筋に関しては、図 5-40に従って、
















A（基礎梁）           ：基礎梁主筋、スラブ筋の一部(大型試験体のみ)、コンクリート 
B（スラブ筋周辺）          ：スラブ筋、コンクリート 










AA =  
(5-40) 




sA   
yf   
tf   
 

























































(a) 引張               (b) 圧縮 













































(a) 引張               (b) 圧縮 











































(a) 引張               (b) 圧縮 












































(a) 引張               (b) 圧縮 
(IV) S3 モデル 











































































(a) 引張           (b) 圧縮 













































(a) 引張           (b) 圧縮 










































(a) 引張           (b) 圧縮 
(IV) S2 モデル 













































(a) 引張           (b) 圧縮 
(V) S3 モデル 
図 5-43 基礎梁主筋の復元力モデル(MNWL) 
 
 







































(a) MNW                  (b) MNWL 


























































































  (c) MNWL（引張）           (d) MNWL（圧縮） 





























(a) 圧縮側ストラットと引張側ストラットが     (b) 圧縮側ストラットと引張側ストラットが 
が同じ節点で接続される場合         が異なる節点で接続される場合 
図 5-46 基礎梁上端節点における耐震壁ストラットの接続 
 
＜杭＞ 



























       
                                 ＜引張材＞  ＜圧縮材＞ 
(a) 高い引張剛性を与えた部材          (b) 直交梁内の柱主筋モデル② 
図 5-47 引張剛性が高い部材 
 
 






































(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.046 0.113 0.159 82.3 0.90 3.13
(b) 0.188 0.406 0.594 92.9 0.93 1.30
(c) 0.459 0.959 1.418 104.9 0.96 1.26
(a) 0.044 0.099 0.143 81.7 0.90 2.75
(b) 0.186 0.389 0.576 93.6 0.93 1.24
(c) 0.460 0.913 1.373 105.1 0.96 1.20
(a) 0.045 0.094 0.139 81.3 0.89 2.61
(b) 0.189 0.373 0.562 92.6 0.92 1.19






















(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.045 0.148 0.193 300.5 0.94 1.10
(b) 0.136 0.354 0.489 325.9 0.95 0.89
(c) 0.204 0.497 0.701 334.2 0.95 0.79
(a) 0.045 0.137 0.182 303.0 0.95 1.02
(b) 0.137 0.356 0.494 332.7 0.97 0.90
(c) 0.203 0.503 0.706 334.6 0.95 0.80
(a) 0.044 0.136 0.180 306.0 0.96 1.01
(b) 0.135 0.342 0.477 326.8 0.96 0.86











              
(a)  A30 モデル                     (b)  A37 モデル                     (c)  A45 モデル 
(I)  MNW 試験体 
                           
(a)  A30 モデル                     (b)  A37 モデル                     (c)  A45 モデル 
(II)  MNW 試験体 








































1F耐震壁曲げ変形角 (%)   










































1F耐震壁せん断変形角 (%)  










































1F耐震壁変形角 (%)   
(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
(III) 全体 
図 5-49 復元力特性 
 
 基礎梁主筋のひずみ分布を以下に示す。なお、ここでは、正方向載荷時の実験結果のみと比較する。





































の大きい A45 モデルでは、基礎梁上端筋の伸びが 0.15%程度で頭打ちになるのに対し、A30 や A37 モ
デルでは、MNWL 試験体と同様に、基礎梁上端筋に塑性ひずみ（主筋降伏ひずみ：0.20%）が発生し
ている事が分かる。その結果、A45 モデルは、基礎梁上端筋のひずみ分布を過小評価している事が分




      小型試験体：x=0 ～ 900mm  （圧縮杭位置：900mm） 
大型試験体：x=0 ～ 1500mm  （圧縮杭位置：1500mm） 
※引張杭側：基礎梁を材軸方向に二分割した際に、引張側の杭に近い方を圧縮杭側と呼ぶ。 
      小型試験体：x=-900 ～ 0mm  （引張杭位置：-900mm） 
大型試験体：x=-1500 ～ 0mm  （引張杭位置：-1500mm） 
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(a) 45 度                (b) 30 度 
図 5-50 基礎梁主筋付着力と基礎梁コンクリートストラットの傾斜角の関係 
 








 MNW 試験体に関しては、A30 モデルまたは A37 モデルが実験結果と良く適合した。また、MNWL




















































1F耐震壁曲げ変形 (%)  
(a) MNW                 (b) MNWL 


























































基礎梁位置 (mm)  
(a) 0.045%                 (b) 0.188%                 (c) 0.459% 































































基礎梁位置 (mm)  
(a) 0.045%                 (b) 0.188%                 (c) 0.459% 















































































































































(a) 0.046%                 (b) 0.136%                 (c) 0.203% 
図 5-54 基礎梁上端筋のひずみ分布 (MNWL) 




 5.7.1 での検討結果より、本節では、A37 モデルを用いて、床スラブの有効幅に関する検討を行う。表 
5-10に各基礎梁上端モデルのひび割れ強度、降伏強度と、マクロモデルを用いた数値解析から得られた
負担水平荷重の関係を示す。各モデルのひび割れ強度に関しては、スラブコンクリートを全て考慮す




ん小さくなり、S0 はS3 の 80%程度の強度となる。 
一方、耐震壁曲げ降伏前の状態で負担する各解析モデルの水平荷重に関してみると、S0 モデルと S3
の負担水平荷重の差は両試験体とも 6%程度となっている。また、耐震壁が曲げ降伏し、耐震壁にも比
較的大きい変形（1F 耐震壁変形角にして 1.0%程度）が与えられた場合の水平荷重差をみると、S0 モ
デルと S3 の負担水平荷重の差は 0 から 4%程度まで軽減されている事が分かる。 
 
表 5-10 各モデルで設定した基礎梁上端筋のひび割れ強度と降伏強度、耐震壁負担水平力の関係 











































































































































































1F 耐震壁曲げ変形角 (%)  















































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
(II) せん断 













































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
(III) 全体 
図 5-56 復元力特性 
 
 次に、基礎梁主筋のひずみ分布に関する検討を行う。図 5-58から図 5-61に基礎梁主筋ひずみ分布を
示す。また、図 5-57には、5.7.1 の検討と同様に、1F耐震壁曲げ変形と基礎梁上端ひずみの平均値（圧
縮杭側から基礎梁スパン中心位置まで）の関係を示す。また、図 5-58から図 5-61の各図の表番号は、















































(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.044 0.099 0.143 81.7 0.90 2.75
(b) 0.186 0.389 0.576 93.6 0.93 1.24
(c) 0.460 0.913 1.373 105.1 0.96 1.20
(a) 0.044 0.085 0.130 83.5 0.91 2.38
(b) 0.188 0.369 0.556 94.6 0.94 1.18
(c) 0.458 0.815 1.274 105.2 0.96 1.07
(a) 0.045 0.073 0.117 85.1 0.93 2.02
(b) 0.187 0.347 0.533 94.9 0.95 1.11
(c) 0.460 0.715 1.176 105.4 0.96 0.94
(a) 0.046 0.067 0.113 86.2 0.94 1.87
(b) 0.189 0.336 0.525 96.3 0.96 1.07
























(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.045 0.137 0.182 303.0 0.95 1.02
(b) 0.137 0.356 0.494 332.7 0.97 0.90
(c) 0.203 0.503 0.706 334.6 0.95 0.80
(a) 0.046 0.127 0.173 307.7 0.96 0.95
(b) 0.137 0.336 0.473 329.4 0.96 0.85
(c) 0.204 0.481 0.685 337.8 0.96 0.76
(a) 0.046 0.122 0.169 310.8 0.97 0.91
(b) 0.135 0.321 0.456 333.1 0.98 0.81
(c) 0.202 0.461 0.663 339.6 0.96 0.73
(a) 0.044 0.097 0.142 324.7 1.02 0.72
(b) 0.136 0.289 0.425 338.7 0.99 0.73





























































1F耐震壁曲げ変形 (%)  
(a) MNW                 (b) MNWL 





























































基礎梁位置 (mm)  
(a) 0.045%                 (b) 0.188%                 (c) 0.459% 


































































基礎梁位置 (mm)  
(a) 0.045%                 (b) 0.188%                 (c) 0.459% 


































































































































(a) 0.046%                 (b) 0.136%                 (c) 0.203% 
(a) 0.046%                 (b) 0.136%                 (c) 0.203% 
図 5-60 基礎梁上端筋のひずみ分布 (MNWL) 












表 5-13 載荷方法 
Point A Point B Point A Point B
載荷 (1) -0.097 → 0.188 載荷 (1) -0.087 → 0.136
載荷 (2) -0.247 → 0.459 載荷 (2) -0.172 → 0.203
















































(I)  載荷(1)                          (II)  載荷(2) 












































(I)  載荷(1)                          (II)  載荷(2) 




















(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(b) 0.187 0.347 0.533 94.9
(c) 0.460 0.715 1.176 105.4
載荷(1) 0.188 0.379 0.567 94.9
載荷(2) 0.460 0.770 1.230 106.9
(b) 99 111 106 95
(c) 100 94 97 96
載荷(1) 100 121 113 95

























(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(b) 0.135 0.321 0.456 333.1
(c) 0.202 0.461 0.663 339.6
載荷(1) 0.136 0.359 0.495 329.4
載荷(2) 0.204 0.541 0.745 340.2
(b) 99 81 86 98
(c) 99 73 79 96
載荷(1) 100 90 93 96





























































基礎梁位置 (mm)  
(I)  検証点(b)                    (II)  検証点(c) 




































基礎梁位置 (mm)  
(I)  検証点(b)                    (II)  検証点(c) 





































基礎梁位置 (mm)  
(I)  検証点(b)                    (II)  検証点(c) 




































基礎梁位置 (mm)  
(I)  検証点(b)                    (II)  検証点(c) 


















5.8. マクロモデルによる解析結果 2（詳細な検討） 





的に 5.2 で紹介した FEM による予備解析の結果も合わせて示す。 
 












(a) 0.045 0.036 0.081 91.3
(b) 0.188 0.313 0.501 100.3
(c) 0.459 0.759 1.218 109.7
(a) 0.047 0.082 0.129 96.0 1.05 2.27
(b) 0.184 0.296 0.480 109.0 1.09 0.94
(c) 0.465 0.767 1.232 120.0 1.09 1.01
(a) 0.044 0.050 0.094 94.6 1.04 1.38
(b) 0.188 0.151 0.339 104.3 1.04 0.48
(c) 0.459 0.420 0.879 113.0 1.03 0.55
(a) 0.045 0.073 0.117 85.1 0.93 2.02
(b) 0.187 0.347 0.533 94.9 0.95 1.11






















(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(a) 0.044 0.110 0.153 362.0 1.13 0.82
(b) 0.135 0.268 0.403 376.0 1.10 0.68
(c) 0.199 0.381 0.580 384.0 1.09 0.60
(a) 0.044 0.061 0.105 367.5 1.15 0.45
(b) 0.130 0.131 0.261 408.0 1.20 0.33
(c) 0.204 0.203 0.407 389.9 1.10 0.32
(a) 0.046 0.122 0.169 310.8 0.97 0.91
(b) 0.135 0.321 0.456 333.1 0.98 0.81
























































0.040 80.1 0.018 60.6
上端 0.102 87.5 0.072 80.4
下端 0.081 91.3 0.026 66.8
圧縮杭









0.054 85.3 0.083 81.6
0.119 85.0 0.125 85.5
0.310 95.8






























































0.011 160.5 0.033 231.6
上端 0.011 147.0 0.030 220.1











0.108 278.3 0.120 303.9
0.041 250.6 0.169 310.8
0.123 304.6 0.985 356.2
上端 0.476 339.0 0.435 331.3


















































































(a) 実験                 (b) 解析 





















































(a) 実験                 (b) 解析 
(II) MNWL 試験体 



















(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
 
(c) MNW 試験体（耐震壁のみ）      (d) MNWL 試験体（耐震壁のみ） 
図 5-69 1F 耐震壁変形角 1.0%における変形状況（×30） 
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5.8.2 2F耐震壁の復元力特性に関する考察 


















(a) 0.014 -0.025 -0.011
(b) 0.024 0.006 0.030
(c) 0.043 0.040 0.083
(a) 0.014 0.005 0.019
(b) 0.024 0.036 0.060
(c) 0.043 0.070 0.113
(a) 0.019 0.035 0.054
(b) 0.028 0.057 0.085













(a) 0.021 0.057 0.078
(b) 0.024 0.071 0.095
(c) 0.027 0.082 0.109
(a) 0.016 0.043 0.058
(b) 0.020 0.055 0.075


















































2F耐震壁曲げ変形角 (%)  




















































































(a) MNW 試験体            (b) MNWL 試験体 
(III) 全体 



























             
(a) MNW 試験体 検証点(a)            (b) MNW 試験体 検証点(b)             (c) MNW 試験体 検証点(c) 
 
           
(a) MNW 試験体 検証点(a)            (b) MNW 試験体 検証点(b)             (c) MNW 試験体 検証点(c) 




布が再現できる事は、既に 5.7 で確認した。一方、4 章では、耐震壁と杭基礎を独立して取り扱う手法
として、耐震壁から基礎梁へと作用する外力をモデル化する方法を示した。この際、この外力モデル
を外力として用いた基礎梁の断面解析から、基礎梁主筋のひずみ分布の予測を試みたが、実験結果を

















図 5-72 壁脚における水平せん断力の伝達状況 
 
(a) MNW 試験体               (b) MNWL 試験体 
図 5-73 水平せん断力の伝達割合を算定する際に定義した壁脚の領域 
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(a) MNW 試験体            (b) MNWL 試験体 





























































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
図 5-75 壁脚における水平せん断力の伝達状況（マクロモデル） 
 300










表 5-23 離間係数の推移（4 章） 
(a) (b) (c)
MNW 0 0.75 0.75以上






















































離間係数 (Degree of Detachment)  
(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 
図 5-76 壁脚における水平せん断力の伝達状況（4 章） 
 
耐震壁脚部の水平せん断力の伝達割合に依存するモーメントMl（耐震壁から伝達される水平方向力



















































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 









































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 











































(I) MNW 試験体 検証点(a)                (II) MNWL 試験体 検証点(a)  



































































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 








































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 










































(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
図 5-82 離間係数に応じて変化するモーメント Mv の分布（4 章） 
 
 最後に、図 5-83及び図 5-84に、数値解析から算定した基礎梁に作用する杭からの曲げ戻しモーメン
トMp、耐震壁から伝達される水平方向力によるモーメントMl及び鉛直方向力によるモーメントMvを

































































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 











































基礎梁位置 (mm)  
(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 












































(a) MNW 試験体 検討点(c) （離間係数 0.75 以上） (b) MNWL 試験体 検討点(c) （離間係数 0.50） 


















































































1F 層間変形角 (%)  
(a) 小変形時                  (b) 大変形時 






ない。そこで、圧縮柱の 2 本の軸方向バネの軸力比をそれぞれプロットしたものを図 5-87(b)に示す。 








































(a) 軸力比              (b) 各バネの軸力比 

















(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 




















































基礎梁位置 (mm)  
(I) 検証点(a)         (II) 検証点(b)                 (III) 検証点(c) 




















































基礎梁位置 (mm)  
(I) 検証点(a)           (II) 検証点(b)                 (III) 検証点(c) 

















       
(a) MNW 試験体                        (b) MNWL 試験体 
 
       



















































軸方向力 (kN)  
(I) 検証点(a)           (II) 検証点(b)                 (III) 検証点(c) 



















































軸方向力 (kN)  
(I) 検証点(a)           (II) 検証点(b)                 (III) 検証点(c) 










































































梁材軸位置 (mm)  
(I) 検証点(a)         (II) 検証点(b)                (III) 検証点(c) 




























































梁材軸位置 (mm)  
(I) 検証点(a)         (II) 検証点(b)                (III) 検証点(c) 
 
















   
4 章の実験結果で検討した手法
















 (a) 小型試験体の変位計設置状況（上）      (c) 正方向の曲げ回転角 （上） 
  (b) 大型試験体の変位計設置状況（下）      (d) 正方向のせん断ひずみ（下） 



















































1F 耐震壁変形角 (%)  
     (a)  載荷実験            (b)  マクロモデル 
















































1F 耐震壁変形角 (%)  
     (a)  載荷実験            (b)  マクロモデル 
(II) MNWL 試験体 






























































1F 耐震壁変形角 (%)  
      (a)  載荷実験            (b)  マクロモデル 






























































1F 耐震壁変形角 (%)  
     (a)  載荷実験            (b)  マクロモデル 
 (II) MNWL 試験体 















































達される鉛直方向力によるモーメント）の分布を見ると、Ml よりもむしろ Mv の方が、耐震壁の
曲げ変形に応じた推移が大きい事が分かる。ゆえに、基礎梁上端筋のひずみ分布が推移する原因と
なるのは、壁脚から伝達される水平方向力によるモーメント Ml ではなく、耐震壁から伝達される
鉛直方向力によるモーメント Mv に依る所が大きいと言える。 
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第6章 解析的研究 2：抵抗機構モデルによる水平力抵抗機構の解明 
 
6.1. はじめに 






● 基礎梁上端筋の伸び量と 1F 引張柱の伸び量に関連性がある。 


















(a) 曲げ機構               (b) 剛体回転機構 














(a) 自由体の釣合         (b) 梁端におけるテンションシフト：参照文献[6-1] 
図 6-2 剛体回転機構の釣合と梁部材におけるテンションシフトのメカニズム 
 









= ⋅ + ⋅ + ⋅ +  
(6-1) 
 ：耐震壁の曲げ降伏強度 (kN) 
：長期荷重 (kN)        
：ジャッキによる変動軸力 (kN)                      




























 ：基礎梁下端筋から 1F 耐震壁中心高さまでの距離 (m) 

























モデルの A30S2 モデルのコンクリートひび割れ時引張力（基礎梁せいは、かぶりの 2 倍を考慮し、ス











表 6-1 自由体の釣合から求めた耐震壁の引張柱主筋降伏時における負担水平荷重 
(a) 剛体回転モデル             (b) 曲げモデル 
MNW MNWL unit
Nd 133.3 353 kN
NMp 2.24Q 1.52Q kN
Tc 107.6 356.2 kN
Tvw 50.4 113.3 kN
Thw 0 0 kN
Tf 126.9 222.5 kN
Tfs 0 0 kN
lc 1.8 3 m
hq 2 3.08 m
hf 0.395 0.763 m
hhw 0.663 1.15 m
hp 0.558 0.873 m
Q 82.4 299.0 kN
MNW MNWL unit
Nd 133.3 353 kN
NMp 2.24Q 1.52Q kN
Tc 107.6 356.2 kN
Tvw 50.4 113.3 kN
lc 1.8 3 m
hq2 1.54 2.26 m
Q 86.0 336.9 kN      
 
表 6-2 実験結果との耐震壁曲げ耐力の比較 
剛体回転 曲げ マクロ
MNW 82.4 86.0 82.6 85.3
MNWL 299.0 336.9 304.5 278.3
MNW 96.6 100.8 96.8































 B 点 



































































 また、基礎梁上端筋の伸びを負担する長さ l をとすると、引張柱と基礎梁上端筋の伸びはそれぞ
れ以下のように表す事ができる。なお、本研究では、実験結果を基に基礎梁上端筋の伸びを負担する





































































































(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 








































(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 
図 6-6 水平荷重－1F 耐震壁曲げ変形角関係 
 
 




































































(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 















































(a) MNW 試験体             (b) MNWL 試験体 
図 6-8 水平荷重－1F 耐震壁のせん断変形角 
 






























































(a) MNW 試験体              (b) MNWL 試験体 




































(a) MNW 試験体                (b) MNWL 試験体 
図 6-10 曲げ変形角とせん断変形角の関係 
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(a) MNWL 試験体               (b) PCWL 試験体 
















(a)  MNWL 試験体 
 
(b)  PCWL 試験体 
図 6-13 MNWL 試験体と PCWL 試験体の破壊性状の違い 
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α = 0.84% (MNWL)                  (b) α = 0.82% (PCWL) (a) 












● 1F 柱の引張荷重－引張歪関係 （岡村、前川らによるテンションスティフニングモデル） 
● 基礎梁上端筋の引張荷重－引張歪関係 （同上）（スラブの有効幅に関しては、各種基準に従う） 




































































































































































図 7-1 杭及び地盤を付加したマクロモデル 
 
 
(a) 粘性土        (b) 砂質土 









表 7-2 杭に作用する水平地盤反力と水平変位の関係 
(a) 地盤特性 













3.3 200 3 2100 16 70 35
4.3 200 3 2100 16 70 35
5.3 200 3 2100 16 70 35
6.3 200 3 2100 16 70 35
7.3 200 3 2100 16 70 35
8.3 200 3 2100 16 70 35
9.3 200 3 2100 16 70 35
10.3 200 3 2100 16 70 35
11.3 200 3 2100 16 70 35
12.3 200 3 2100 16 70 35
13.3 200 3 2100 16 70 35
14.3 200 3 2100 16 70 35
15.3 200 3 2100 16 70 35
シルト質粘土
実大
16.3 200 3 2100 16 70 35
17.3 200 10 7000 18
18.3 200 10 7000 18
19.3 200 10 7000 18
20.3 200 10 7000 18
21.3 200 10 7000 18
22.3 200 10 7000 18
23.3 200 20 14000 18
24.3 200 20 14000 18
25.3 200 20 14000 18
26.3 200 20 14000 18
27.3 200 20 14000 18
28.3 200 20 14000 18
29.3 200 20 14000 18
30.3 200 20 14000 18
31.3 200 50 35000 18







表 7-2 杭に作用する水平地盤反力と水平変位の関係 
(b) 地盤反力係数と水平変位 















3.3 68 2369 0.029 68 1 136 8.5 0.072
4.3 117 2369 0.049 117 1 234 14.6 0.123
5.3 166 2369 0.070 166 1 332 20.8 0.175
6.3 215 2369 0.091 215 1 430 26.9 0.227
7.3 264 2369 0.111 264 1 528 33.0 0.279
8.3 313 2369 0.132 313 1 626 39.1 0.330
9.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
10.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
11.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
12.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
13.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
14.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
15.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
16.3 315 2369 0.133 315 1 630 39.4 0.332
17.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
18.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
19.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
20.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
21.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
22.3 10530 0.100 1053 1 2106 132 0.250
23.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
24.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
25.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
26.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
27.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
28.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
29.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250
30.3 21059 0.100 2106 1 4212 263 0.250





32.3 52648 0.100 5265 1 10530 658 0.250

















深さ 杭重さ 基礎重さ 1節点あたり
3.3 75.4 1808 817 4.71 113 58.9
4.3 75.4 1067 4.71 2.4
5.3 75.4 1317 4.71 2.4
6.3 75.4 1567 4.71 2.4
7.3 75.4 1817 4.71 2.4
8.3 75.4 2067 4.71 2.4
9.3 75.4 2317 4.71 2.4
10.3 75.4 2567 4.71 2.4
11.3 75.4 2817 4.71 2.4
12.3 75.4 3067 4.71 2.4
13.3 75.4 3317 4.71 2.4
14.3 75.4 3567 4.71 2.4
15.3 75.4 3817 4.71 2.4
16.3 75.4 4067 4.71 2.4
17.3 75.4 4317 4.71 2.4
18.3 75.4 4567 4.71 2.4
19.3 75.4 4817 4.71 2.4
20.3 75.4 5067 4.71 2.4
21.3 75.4 5317 4.71 2.4
22.3 75.4 5567 4.71 2.4
23.3 75.4 5817 4.71 2.4
24.3 75.4 6067 4.71 2.4
25.3 75.4 6317 4.71 2.4
26.3 75.4 6567 4.71 2.4
27.3 75.4 6817 4.71 2.4
28.3 75.4 7067 4.71 2.4
29.3 75.4 7317 4.71 2.4
実大 縮尺25%
表 7-2 杭に作用する水平地盤反力と水平変位の関係 
30.3 75.4 7567 4.71 2.4
31.3 75.4 7817 4.71 2.4

























































































(a) 引張杭               (b) 圧縮杭 














表 7-3 基礎梁主筋量の設計 
解析結果から得られた最大杭頭モーメント 52.6 kNm 272.8 kNm
杭頭高さ -817.0 mm -817.0 mm
最大モーメント時反曲点位置 -1395.3 mm -1800.7 mm




引張鉄筋比 0.27 % 1.22 %
降伏モーメント 86.6 kNm 375.4 kNm
降伏強度（引張） 534.4 kN
安全率 99.7 % 99.5 % 254.2 %
基礎梁主筋量
スラブ筋
引張鉄筋比 0.27 % 0.48 %
降伏モーメント 86.7 kNm 158.0 kNm
降伏強度（引張） 224.3 kN












































の回転変形による耐震壁の変形が比較的大きい割合（1F層間変形角 1.0%時に 1F耐震壁変形角は 0.72%
程度）を占めていたが、検討モデルではその割合が減少しており、曲げ検討モデルでは、1F層間変形


















































































































(a) 基礎梁剛モデル                      (b) 曲げ検討モデル                        (c) 軸力検討モデル 





























































        (a) 基礎梁剛モデル             (b) 曲げ検討モデル             (c) 軸力検討モデル 



























































(a) 基礎梁剛モデル             (b) 曲げ検討モデル             (c) 軸力検討モデル 





の負担するモーメントは、基礎梁剛モデルの 2.5 割程度、圧縮杭では 4 割から 5 割程度である。また、
表 7-6に地中部における杭の負担モーメントの比率を示す。いずれの検討モデルでも、引張杭で基礎梁















4 116.0 0.43  
 









基礎梁剛モデル -36.8 1.00 -170.1 1.00
曲げ検討モデル -58.8 1.60 -220.5 1.30








































































(a)  引張杭                (b)  圧縮杭 













































































  (a) 基礎梁剛モデル            (b) 曲げ検討モデル            (c) 軸力検討モデル 

























































(a) 上端筋               (b) 下端筋 




































(a) 上端筋               (b) 下端筋 
図 7-12 基礎梁主筋のひずみ分布（軸力検討モデル） 
 































) 基礎梁剛モデルの Pushover 解析の結果を参考にして、基礎梁上下筋量を決めた曲げ検討モデル及
) 基礎梁の変形を考慮する事により、圧縮杭及び引張杭共に、杭頭固定度が低下し、基礎梁剛モデル
) 載荷実験において定義した杭の反曲点高さ及び各杭の分担率と数値解析の結果を比較した。その結



































ンクリート杭の構造性能（その 1 静的解析による評価），日本建築学会大会学術講演梗概集 
pp.191-192，2002.8 
（財）建築コスト管











































モデルが 5 章で検討してきたマクロモデルと比べ、十分な解析精度を有する事を確認する。 
 
 
(a) ブレース置換法     (b) 線材置換法    (c) 独立耐震壁とする方法 









        (a) 既往の耐震壁置換モデル        (b) 簡易モデルによる置換 
 
























筋の損傷を過小評価してしまう可能性がある。また、耐震壁を 3 分割とした理由は、5 章のマクロモデ
ルで用いた基礎梁コンクリートストラットの傾斜角（37 度）と同じ傾斜角を、簡易マクロモデルにも
































































         
(a) 簡易モデル                     (b) マクロモデル 






























(a) 0.046 0.134 0.180 319.2
水平荷重 せん断変形
(a) 0.046 0.122 0.169 310.8 0.97 0.91
39.6 0.96 0.73
(a) 0.047 0.135 0.182 310.5 0.97 1.00
(b) 0.138 0.345 0.483 324.0 0.95 0.87




(b) 0.136 0.397 0.533 341.4
(c) 0.203 0.632 0.835 353.3
(b) 0.135 0.321 0.456 333.1 0.98 0.81
(c) 0.202 0.461 0.663 3
実験
マクロ























図 8-5 水平荷重－1F 耐震壁変形角関係 
 
(a) 簡易モデル              (b) マクロモデル 
図 8-6 検証点(c)における変形状況（×50） 
 
(a) 簡易モデル             (b) マクロモデル 
































































            (I) 検証点(a)                  (II) 検証点(b)                 (III) 検証点(c) 

























































            (I) 検証点(a)                  (II) 検証点(b)                  (III) 検証点(c) 




































































































基礎梁位置 (mm)  






























































































 3 章では、連層耐震壁、基礎梁及び杭の相互抵抗機構を再現する事を目的として製作した計 4 体のモ
デル試験体の想定建物の概要を示し、試験体の断面形状や配筋、載荷条件を定めた。試験体は、縮尺
15%の小型試験体（MNW, PCW）が 2 体、25%の大型試験体（MNWL, PCWL）が 2 体となっている。











































 そこで、耐震壁から伝達される鉛直方向力及び水平方向力によって生じるモーメント Mv と Ml、引























































































































































用いる事によって、本実験で計測していない測定領域全体のせん断変形成分 1γ を求める事ができる。 
 
 
図 A-1 縦方向に測定領域を分割した場合の計算 
 
 
図 A-2 回転角の算定方法 1 
 
 一方、横方向に二分割された領域で測定を行う場合には、直接耐震壁の水平変形に関係しない方向
の曲げ変形（ 2θ ）とせん断変形（ 12 γγ = ）を考える必要がある。図 A-3において、右端を変形の基
準として考えると、曲げ変形は上方向への変位を与え、せん断変形は下方向への変位を与えている事
が分かる。これらの和は、縦方向に要素を二分割した場合と同様に元の要素の変形と等しくなる必要
がある。図 A-4に示すように、要素全体の曲げ変形成分（ 2θ ）は近似的に算定できるので、図 A-3の




図 A-3 横方向に測定領域を分割した場合の計算 
 
 
図 A-4 回転角の算定方法 2 
 







LLLLLV ⋅+++−⋅+⋅+⋅+⋅= −−−−−−−− )()5.05.15.25.3( 1121221321421121221321421 γγγγθθθθ  
(A-1) 
 
 次に、図 A-4の手法に基づいて、簡易的に要素全体の曲げによる鉛直変形 flexureV1 を算定する。要素
全体の回転角を 12−θ とすると、 
 









flexureshear VVV 111 −=  
(A-3) 






する。なお、 0h は脚部要素の高さ、 1h は上部要素の高さである。 
 
)())5.0()5.0(( 11100111110011 hhhhhH ⋅+⋅−⋅++⋅= −−−− γγθθ  
(A-5) 
 
次に、図 A-2の手法に基づいて、簡易的に要素全体の曲げによる水平変形 flexureH1 を算定する。1F
耐震壁の回転角を 1θ とすると、 






flexureshear HHH 111 −=  
(A-7) 
)/( 111 hhH oshear +=γ  
(A-8) 
 








(a) 各計測量域で算定される回転角とせん断ひずみ     (b) 横方向分割要素の統合           (c) 各階の曲げ及びせん断変形 
図 A-5 耐震壁の計測領域と各領域の回転角、せん断ひずみの積分（大型試験体） 
 
以下に記号の一例を示す 
211−θ ：2F の右から 1 番目の要素で、水平変位に関係する曲げによる回転角 
142−θ ：1F の右から 4 番目の要素で、鉛直変位に関係する曲げによる回転角 








もおこなったが、図 B-2に示すように手法 1 と手法 2 に見られる誤差は非常に小さかった為、ここで
は全ての試験体に対して、手法 1 で統一してP-⊿の補正を行う。 
以下に補正方法を示す。A 点、B 点、C 点、D 点の 4 つの計測点にそれぞれ水平変位 a1, b1, c1,d1 と
鉛直変位 b2, c2 が生じた時の P-⊿効果を考える。与える荷重は、水平荷重Qと鉛直荷重 cN （圧縮側）
















A =θ  
(B-1) 
1H ：鉛直ジャッキのピン間距離（小型試験体 1865mm、大型試験体 1910mm） 
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ACABAp NNQQ θθ sinsin ++=−⊿  
(B-3) 























2H ：壁脚からの載荷梁中心高さ（小型試験体 1540mm、大型試験体 2260mm） 
3H ：壁脚からの鉛直ジャッキのピン高さ（小型試験体 1085mm、大型試験体 2770mm） 






















1F耐震壁変形角 (%)  







 ここでは、文献 [C-1]及び文献 [C-2]に基づいて、耐震壁の復元力特性の算定を行う。算定式等の詳細な










































































C-1 モーメント－曲率関係（文献 [C-1]） 
 
＜曲げひび割れモーメント＞ 









































































































































































































   ＜備考＞ 
    ・PCWL では、壁と柱でコンクリート圧縮強度、弾性係数が異なるので、断面二次モーメント
で平均化した値を使用した。 
    ・引張柱中心位置から弾性時中立軸までの距離 nC は、コンクリートをコンクリートの弾性係
数を持つ弾性体として、平面保持を仮定した断面解析を行って算定した。 
 


























































































































































































































































































































































































































== σ  
(C-21) 



































































































































































=+= σσστ  
(C-26) 




















Btc === σσ  
(C-27) 
























































































































































































 ゆえに、せん断強度時にせん断補強筋が降伏しているかどうかを確認する為の係数 2/Bνσ は以下の
ように求められる。 
 


















































































































なお、 syσ に関しては、4000kgf/cm2以下が適用範囲であるので、MNW 試験体及び PCW 試験体に関






















































































































































 ゆえに、(C-39)(C-40)より、 DtA wce > を満たすので、アーチ機構の有効壁長さは以下のように求め
られる。 
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 全ての試験体において、(C-52)が成り立たないので、 walΔ をアーチ機構の等価長さに加味すること

































































































































































耐震壁の保証変形角が 0.02rad の時、β は以下の式で算定される。 
 








































































































































































































































































































































crscrb ==  
(C-68) 
＜第二折れ点荷重＞ 





















yb ==  
 (C-69) 
 まず、コンクリートの有効強度係数を求める。なお、文献 [C-1]では、(C-31)に示すように、下限値を

















































































































































































































































































































































































yb ==  
(C-81) 











































ubus ==  
(C-83) 
＜第一折れ点せん断ひずみ＞ 
 せん断ひび割れ強度時のせん断ひずみ crs γ は、以下の式で求められる。 crsV は (C-25)から、 cG




























































































































































































































































































































































































 なお、 ssxEp は、梁主筋（半分）と壁横補強筋から計算する。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































たソフトは Excel である。 
 
























































(a) ひずみ分布                  (b) コンクリート及び鉄筋の応力 


















































(a) ひずみ分布                  (b) コンクリート及び鉄筋の応力 



















































(a) ひずみ分布                  (b) コンクリート及び鉄筋の応力 
図 D-3 PCWL 断面解析結果 1 
 
 
D-2 断面解析 2 
 曲げ降伏点におけるモーメント及び曲率を算定する為に、以下の載荷条件を断面解析で再現する。
また、曲げ終局点に関しては、本研究では、引張柱主筋が破断するひずみの半分のひずみに至る点と




(2) 引張側柱全主筋と壁板全縦筋の 2/3 が引張降伏する 
(3) 引張側柱主筋の平均ひずみが 5.0%に至る 
 
各材料の復元力モデルを以下に示す。コンクリートは、柱コア部分とカバー部分を分離し、それぞ
れ、Popovics 式に NewRC 式を組み合わせたものと、Popovics 式を用いた。また、鉄筋に関しては、岡
村、前川らの論文を参考にして定めた。なお、材料試験において、降伏棚が見られなかった鉄筋（試


























































































































=+= σκρ  
(D-4) 
 
せん断補強筋の降伏強度 wyσ に関しては、MNW 試験体及び PCW 試験体は 1084MPa、MNWL 試験














































































































co ===  
(D-7) 
＜岡村、前川による鉄筋モデル＞ 




































(a) コンクリート                (b) 鉄筋 





































(a) コンクリート                (b) 鉄筋 





































(a) コンクリート                (b) 鉄筋 

























































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 

















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 

















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 



























































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 






















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 






















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 























































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 






















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 




















































(a) ひずみ分布                   (b) コンクリート及び鉄筋の応力 




























曲率 (1/mm)  



















































(b) MNWL 試験体              (c) PCWL 試験体 



















































曲率 (1/mm)  
























































(b) MNWL 試験体              (c) PCWL 試験体 
図 D-17 断面解析から算定したモーメント－曲率関係 2 
